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税務訴訟資料 第２５９号－３５（順号１１１４８） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●～●●号 法人税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（泉大津税務署長） 

平成２１年２月２６日却下・棄却・確定 

 

判 決 

原告         Ａ株式会社 

同代表者代表取締役  甲 

同訴訟代理人弁護士  石井 義人 

同          村上 知子 

同          安藤 誠一郎 

同          林 健太郎 

同補佐人税理士    疋田 実 

同訴訟復代理人弁護士 石田 大輔 

被告         国 

同代表者       法務大臣 

           森 英介 

処分行政庁      泉大津税務署長 

           弘田 六助 

同指定代理人     網田 圭亮 

同          新免 久弘 

同          松山 佳弘 

同          福田 ちひろ 

 

主 文 

１ 原告の訴えのうち、泉大津税務署長が平成１６年７月９日付けで原告に対してした平成１４年９

月１日から平成１５年８月３１日までの事業年度の法人税に係る更正処分のうち泉大津税務署長

が平成１３年９月１日から平成１４年８月３１日までの事業年度に係る事業税６８３万２９００

円を損金の額に算入した部分の取消しを求める訴えを却下する。 

２ 原告のその余の訴えに係る請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 平成●●年（○○）第●●号事件 

 泉大津税務署長が平成１６年７月９日付けで原告に対してした平成１２年９月１日から平成

１３年８月３１日までの事業年度の法人税に係る更正処分（ただし、平成２０年１０月６日付け

の再更正処分により減額された後のもの）のうち総所得金額３２６２万７５７０円、納付すべき

税額７５８万５９００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（同日付けの過少申告加
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算税再賦課決定処分により減額された後のもの）のうち２２万５０００円を超える部分をそれぞ

れ取り消す。 

２ 平成●●年（○○）第●●号事件 

 泉大津税務署長が平成１６年７月９日付けで原告に対してした平成１３年９月１日から平成

１４年８月３１日までの事業年度の法人税に係る更正処分（ただし、平成２０年１０月６日付け

の再更正処分により減額された後のもの）のうち総所得金額３億２４５８万１５９５円、納付す

べき税額８８３４万４５００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分（同日付けの過少

申告加算税再賦課決定処分により減額された後のもの）をそれぞれ取り消す。 

３ 平成●●年（○○）第●●号事件 

 泉大津税務署長が平成１６年７月９日付けで原告に対してした平成１３年９月１日から平成

１４年８月３１日までの課税期間の消費税に係る更正処分のうち納付すべき税額１億５１１５

万２９００円を超える部分及び同課税期間の地方消費税に係る更正処分のうち納付すべき税額

３７８６万１３００円を超える部分をそれぞれ取り消す。 

４ 平成●●年（○○）第●●号事件 

 泉大津税務署長が平成１６年７月９日付けで原告に対してした平成１４年９月１日から平成

１５年８月３１日までの課税期間の消費税に係る更正処分のうち納付すべき税額１億１０１９

万９９００円を超える部分及び同課税期間の地方消費税に係る更正処分のうち納付すべき税額

２７５５万０７００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分をそれぞれ取り消す。 

５ 平成●●年（○○）第●●号事件 

 泉大津税務署長が平成１６年７月９日付けで原告に対してした平成１４年９月１日から平成

１５年８月３１日までの事業年度の法人税に係る更正処分のうち泉大津税務署長が平成１３年

９月１日から平成１４年８月３１日までの事業年度に係る事業税６８３万２９００円を損金の

額に算入した部分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 概要 

 本件は、産業廃棄物処理業を営む原告が、法人税及び消費税の各更正処分の取消し等を求めて

いる抗告訴訟である。 

(1) 平成●●年（○○）第●●号及び第●●号事件 

 本件は、泉大津税務署長がした、原告の平成１２年９月１日から平成１３年８月３１日まで、

平成１３年９月１日から平成１４年８月３１日までの各事業年度（以下、それぞれ「平成１３

年８月期」、「平成１４年８月期」といい、両者を併せて「本件各事業年度」という。）の法人

税の各更正処分（いずれも平成２０年１０月６日付けの再更正処分により減額された後のもの。

以下、両者を併せて「本件各法人税更正処分」という。）について、産業廃棄物焼却施設に係

る減価償却限度額を過少に算定したこと、リース物件を売買により取得したものと誤って認定

し、支払リース料の損金算入を否認したことにより、所得を過大に認定した違法があるなどと

主張する原告が、本件各法人税更正処分及びこれにより生じた増差税額に係る過少申告加算税

の各賦課決定処分（いずれも平成２０年１０月６日付けの過少申告加算税再賦課決定処分によ

り減額された後のもの。以下同じ。）の取消しを求めている事案である。 

(2) 平成●●年（○○）第●●号及び第●●号事件 

 本件は、泉大津税務署長がした、原告の平成１３年９月１日から平成１４年８月３１日まで、
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平成１４年９月１日から平成１５年８月３１日までの各課税期間（以下、それぞれ「平成１４

年８月課税期間」、「平成１５年８月課税期間」といい、両者を併せて「本件各課税期間」とい

う。）の消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の各更正処分（以下、両者を併せ

て「本件各消費税等更正処分」という。）について、リース物件を売買により取得したものと

誤って認定し、支払リース料に係る消費税を課税仕入れに係る消費税額として控除できないも

のとしたことにより、課税標準を過大に認定した違法があるなどと主張する原告が、本件各消

費税等更正処分及びこれにより生じた増差税額に係る過少申告加算税賦課決定処分の取消し

を求めている事案である。 

(3) 平成●●年（○○）第●●号事件 

 本件は、泉大津税務署長がした、原告の平成１４年９月１日から平成１５年８月３１日まで

の事業年度（以下「平成１５年８月期」といい、他の事業年度も同じようにいう。）の法人税

の更正処分（平成２０年１０月６日付けの再更正処分により翌期へ繰り越す欠損金額が増額さ

れた後のもの。以下「平成１５年８月期更正処分」という。）について、所得の算定に当たり

平成１４年８月期に係る事業税を損金に算入したのは誤りで違法であるなどと主張する原告

が、平成１５年８月期更正処分の上記事業税を損金に算入した部分の取消しを求めている事案

である。 

２ 法令等の定め 

(1) 減価償却に関する規定 

ア 法人税法２条２３号は、減価償却資産とは、建物、構築物、機械及び装置、船舶、車両及

び運搬具、工具、器具及び備品、鉱業権その他の資産で償却をすべきものとして政令で定め

るものをいうとし、これを受けて同法施行令１３条は、減価償却資産として、建物及びその

附属設備（暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降機その他建物に附属する設備をいう。）（１

号）、構築物（ドック、橋、岸壁、さん橋、軌道、貯水池、坑道、煙突その他土地に定着す

る土木設備又は工作物をいう。）（２号）、機械及び装置（３号）等を定めている。 

イ 法人税法３１条１項（平成１９年法律第６号による改正前のもの。以下同じ。なお、同項

は、以下の限度では、平成１３年法律第６号により実質的な改正はされていない。）は、内

国法人が、各事業年度終了の時において有する減価償却資産につき、当該事業年度において

その償却費として損金経理をした金額のうち、その内国法人が当該資産について選定した償

却の方法（償却の方法を選定しなかった場合には、償却の方法のうち政令で定める方法）に

基づき政令で定めるところにより計算した金額に達するまでの金額（以下「普通償却限度額」

という。）を、その償却費として当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入するこ

とができると定めている（以下、同項によってされる減価償却を「普通償却」という。）。 

(2) 減価償却資産の耐用年数等に関する規定 

ア 法人税法施行令５６条（なお、同条は、以下の限度では、平成１６年政令第１０１号及び

平成１９年政令第８３号による実質的な改正はされていない。）は、減価償却資産の耐用年

数は財務省令で定めるとし、これを受けた減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４

０年大蔵省令第１５号。以下「省令」という。なお、以下で「別表第一」のようにいうとき

は同省令の別表をいうものとする。）１条１項は、所得税法又は法人税法に規定する減価償

却資産であって鉱業権及び坑道以外のもののうち、機械及び装置以外の有形減価償却資産に

ついては別表第一により（同項１号）、機械及び装置については別表第二により（同項２号）、
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それぞれ減価償却資産の種類ごとに耐用年数を定めている。 

イ 省令２条（平成１７年財務省令５３号による改正前のもの。以下同じ。）は、特殊の減価

償却資産の耐用年数について、以下のとおり定めている。 

(ア) 汚水処理（汚水、坑水、廃水又は廃液の沈でん、ろ過、中和、生物化学的方法、混合、

冷却又は乾燥その他これらに類する方法による処理をいう。）の用に供されている減価償

却資産（以下「汚水処理用減価償却資産」という。）で別表第五に掲げるものは同表によ

る（１号）。 

(イ) ばい煙処理（大気汚染防止法（平成１６年法律第５６号による改正前のもの。以下「大

防法」という。）２条１項若しくは４項に規定するばい煙若しくは粉じん又は同法１７条

１項に規定する特定物質（ばい煙を除く。）の重力沈降、慣性分離、遠心分離、ろ過、洗

浄、電気捕集、音波凝集、吸収、中和、吸着又は拡散の方法その他これらに類する方法に

よる処理をいう。）の用に供されている減価償却資産（以下「ばい煙処理用減価償却資産」

という。）で別表第六に掲げるものは同表による（２号）。 

ウ 省令１条１項１号、２号、２条各号による耐用年数の定めのうち、本件の争点に関係のあ

るものは以下のとおりである。 

(ア) 別表第一（機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数） 

 種類「建物」のうち、構造又は用途「金属造のもの（骨格材の肉厚が４㎜をこえるもの

に限る。）」、細目「工場（作業場を含む。）用又は倉庫用のもの」のうち「その他のもの」

のうち「その他のもの」の耐用年数は「３１年」。 

 種類「構築物」のうち、構造又は用途「鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート

造のもの（前掲のものを除く。）」、細目「その他のもの」の耐用年数は「６０年」。 

(イ) 別表第二（機械及び装置の耐用年数） 

 番号３６９の設備の種類「前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区分によらない

もの」のうち「主として金属製のもの」の耐用年数は「１７年」。 

(ウ) 別表第五（汚水処理用減価償却資産の耐用年数） 

 汚水処理用減価償却資産で別表第五に記載されているもののうち種類「機械及び装置」

の耐用年数は「７年」。 

(エ) 別表第六（ばい煙処理用減価償却資産の耐用年数） 

 ばい煙処理用減価償却資産で別表第六に記載されているもののうち種類「機械及び装置

（金属製のもので、機械及び装置と一体と認められる排気管及び放出筒を含む。）」の耐用

年数は「７年」（以下、当該減価減価償却資産を「ばい煙処理用機械装置」という。）。 

(3) 法人税法施行令１３６条の３（平成１９年政令第８３号による改正前のもの。以下同じ。）

第１項は、内国法人がリース取引をした場合において、そのリース取引が当該リースの目的と

なる資産（以下「リース資産」という。）の種類、用途、設置の状況等に照らし、リース資産

がその使用可能期間中当該賃借人によってのみ使用されると見込まれるものであるときは、リ

ース資産の賃貸人から賃借人への引渡しの時に当該リース資産の売買があったものとして、そ

の内国法人の各事業年度の所得の計算をすると定めている。同条３項は、上記リース取引とは、

資産の貸借で、①当該賃貸借に係る契約が、賃貸借期間の中途においてその解除することがで

きないものであること又はこれに準ずるものであること、②当該賃貸借に係る賃借人が当該賃

貸借に係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することができ、かつ、当該資
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産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこととされているものであることを満た

すものをいうと定めている。 

(4) 消費税法３０条１項は、事業者が、国内において行う課税仕入れについては、当該課税仕

入れを行った日の属する課税期間の課税標準額に対する消費税額から、当該課税期間中に国内

において行った課税仕入れに係る消費税額を控除すると定めている。 

３ 前提事実（争いのない事実、掲記証拠及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実。なお、

書証番号は特記しない限り枝番を含む。） 

(1) 原告は、昭和５４年１０月１７日に設立された一般廃棄物及び産業廃棄物の収集運搬及び

処理分業等を業とする株式会社である（争いのない事実）。 

(2) Ｂについて 

ア 原告は、平成１０年３月ころ、産業廃棄物処理施設である「Ｂ」（以下「Ｂ」という。）を

取得した（争いのない事実）。 

イ Ｂの取得価額の総額は、附属設備である除鉄マンガン装置の取得費及び割賦手数料を含め

て３０億９０７４万０２２２円（消費税等を除く。以下同じ。別紙１の第五次配賦の合計（③

＋④）の項参照）であり、その内訳は、建設費（設計費を含む。）２６億５０００万円、割

賦手数料及び借入金利息４億２０８６万３２０２円、除鉄マンガン装置の取得費１９８７万

７０２０円である。 

 Ｂの各設備等の減価償却の基礎となる取得価額の基準額は、別紙１の「基準額」欄記載の

とおりである。Ｂの取得価額から、予備品及び消耗品（１０００万円）並びにこれに対する

割賦手数料及び借入金利息（１５８万８３３８円）の合計の１１５８万８３３８円（配賦に

当たり、小数点以下６位未満を四捨五入。以下同じ。）を控除した３０億７９１５万１８８

４円が、Ｂの減価償却資産の取得価額（別紙１の第五次配賦の「減価償却資産の取得価額（⑤

－⑥）」の項参照。）である。 

（以上につき、争いのない事実、甲４から６まで、乙５、弁論の全趣旨） 

ウ Ｂの減価償却資産に適用される償却方法は、いずれの部分についても定率法である（弁論

の全趣旨）。 

エ Ｂを構成する個別の設備等は、別紙１のとおりであるが、そのうち主要なものの構造等は、

本件で耐用年数が争いとなっているものを中心にして述べると、以下のとおりであり（分類

はＣ株式会社（以下「Ｃ」という。）作成の契約仕様書〔甲２８〕に従った。）、その処理及

び作業工程を示した配列は、別紙２のとおりである。 

(ア) 受入供給設備 

ａ 廃棄物ピット 

 工場棟の地下部分に設けられた鉄筋コンクリート造の工作物で、外部から搬入された

産業廃棄物のうち可燃物として選別されたものを貯留するものであり、寸法は幅１４ｍ、

奥行１１ｍ、深さ１０ｍで、容積は約１５００m3であり、約３００トンの廃棄物を貯留

することが可能である。 

 廃棄物ピットの上部空間は、屋根まで吹き抜けとなっており、廃棄物クレーン及び投

入ホッパと合わせ、それらも覆うように、高さが４階建ての建物相当の工場棟が建てら

れている。搬入廃棄物は、工場棟の北側の開口部から廃棄物ピットに投入される。なお、

工場棟が建物（耐用年数３１年）に該当することは、当事者間に争いがない。 
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ｂ 廃棄物クレーン 

 廃棄物ピットに貯留された産業廃棄物を破砕及び撹拌して均一化した後、投入ホッパ

に投入・供給するクラブバスケット付き天井走行クレーンである。その主要部材質は、

一般構造用圧延鋼材及び機械構造用炭素鋼材であり、定格荷重は１．２トン、クラブバ

スケットによる切取容量は６．０m3である。 

ｃ 汚水タンク、汚水ポンプ及び汚水噴霧ノズル（以下、併せて「汚水噴霧ノズル等」と

いう。） 

 Ｂ内で使用された冷却用水（汚水）を焼却処理するための施設である。汚水は、汚水

タンクに一時貯蔵され、汚水ポンプ・汚水噴霧ノズルを用いて再燃焼室に噴霧されて、

焼却処理される（汚水噴霧ノズル等がばい煙処理用機械装置に該当するか否かについて

は争いがあるが、その耐用年数が７年であることは、当事者間に争いがない。）。 

ｄ 廃棄物コンベヤ 

 感染性廃棄物である医療器具を別保管した容器を、通常の産業廃棄物とは別に、ロー

タリーキルンに直接投入・供給するためのローラ及びエレベータ式のコンベヤである。

その主要部材質は、ステンレス鋼材及び軽量型鋼材である。 

(イ) 焼却設備 

ａ 投入ホッパ 

 廃棄物クレーンにより投入された産業廃棄物をロータリーキルンに供給する設備で

あり、二重蓋（ダブルダンパ）構造と内部をマイナス気圧にすることによって、廃棄物

や悪臭、熱風等が外部に出ない構造となっており、廃棄物ピットとともに工場棟に覆わ

れている。その主要部材質は、一般構造用圧延鋼材である。 

ｂ 給じん装置 

 投入ホッパとロータリーキルンの接続部分で、産業廃棄物の計量機能も有するもので

あり、その主要部材質は、一般構造用圧延鋼材である。 

ｃ ロータリーキルン 

 投入ホッパから供給された産業廃棄物を回転させ撹拌・混合させながら、下方に移動

させ、その間、再燃焼室からの輻射熱により、廃棄物を乾燥あるいは熱分解によりガス

化させ、燃焼させる設備である。その主要部材質は、外面に一般構造用圧延鋼材、内面

には厚さ２０㎝の耐火キャスタブル（不定形耐火材）が使用されている。 

ｄ 後燃焼ストーカ及び油圧ユニット 

 後燃焼ストーカは、ロータリーキルンで乾燥・熱分解の処理後に残った可燃性の残渣

を、上流から下流に流し撹拌しながら、効率的に燃焼させる設備であり、その主要部材

質は、火格子部分（面積８．６㎡）に耐熱鋳鋼材、構造本体には一般構造用圧延鋼材が

使用されている。油圧ユニットは、容器廃棄物供給用プッシャーを作動させるものであ

り、後燃焼ストーカとともに廃棄物の焼却機能を果たしており、その主要部材質は、一

般構造用圧延鋼材及びネズミ鋳鉄である。なお、後燃焼ストーカの最下部から再燃焼室

ピットに設置された灰出コンベヤに燃焼残渣が排出される。 

ｅ 再燃焼室 

 ロータリーキルン及び後燃焼ストーカで発生した燃焼ガスを更に完全燃焼させる設

備であり、その主要部材質は、ケーシング部分が一般構造用圧延鋼材、炉壁部分が耐火
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煉瓦及び耐火キャスタブル（厚さ約３５㎝）であり、約８５０℃で２秒間、燃焼ガスを

滞留させる構造となっている（なお、後記のとおり、再燃焼室を更に焼却炉本体と燃焼

ガス滞留室とに機能的に分類できるか否かは争いがある。）。 

ｆ その余の部分 

 助燃バーナは、再燃焼室の始動時の昇温又は稼働時の温度維持を行うものであり、補

助燃料タンクは、助燃バーナ用の補助燃料を貯留するものであり、補助燃料供給ポンプ

は、助燃バーナに補助燃料タンクから燃料を供給するポンプであり、羽口金物冷却ファ

ンは、ロータリーキルンの羽口部を冷却するものであり、いずれも上記ロータリーキル

ン、後燃焼ストーカ又は再燃焼室の附属設備であり、これらと一体的に稼動している。 

 助燃バーナ、補助燃料タンク及び羽口金属冷却ファンの主要部材質は、一般構造用圧

延鋼材であり、補助燃料供給ポンプの主要部材質は、ネズミ鋳鉄である。 

(ウ) 余熱回収設備及び余熱利用設備 

ａ 余熱回収設備は、廃熱ボイラ及びその附属設備からなり、再燃焼室から出た排ガスは、

この部分で約４００℃まで冷却される。なお、この部分がばい煙処理用機械装置に該当

することは、当事者間に争いがない。 

ｂ 余熱利用設備は、蒸気タービン等（ドレンタンク及びドレンポンプを含む。以下同じ。）、

復水器及び復水タンクからなる。 

(a) 蒸気タービンは、廃熱ボイラで生成された水蒸気によってタービンを回転させ、

発電する設備である。ドレンタンクは、蒸気タービン内で液体になった水を貯蔵する

ための設備であり、ドレンポンプはドレンタンク内の水を復水タンクに送るための設

備である。蒸気タービンは、余熱の有効利用のための設備であり、発電された電気は

Ｂで利用されている。これらの主要部材質は、一般構造用圧延鋼材、機械構造用炭素

鋼材である。 

(b) 復水器及び復水タンクは、廃熱ボイラで生成され蒸気タービンを通過した水蒸気

を空気で冷やして水に戻し、これを貯蔵して、再度廃熱ボイラに送り、再利用するた

めの設備である。 

(エ) ガス冷却設備 

 排ガスと空気を熱交換し、排ガスを冷却するための設備であり、ガス冷却用熱交換機と

ガス冷却ファンからなり、排ガスは、ここで更に約３００℃まで低温化され、反応蒸発塔

に送られる。なお、ガス冷却設備がばい煙処理用機械装置に該当することは、当事者間に

争いがない。 

(オ) 排ガス処理設備 

 反応蒸発塔は、冷却水を微細化して吹き込むことにより、更に排ガスを冷却するための

設備である。排ガスは、ここで約１７０℃まで低温化される。また、反応蒸発塔には排ガ

ス中の硫黄酸化物及び塩化水素を中和するために消石灰（水酸化カルシウム）を供給する

装置（消石灰サイロ等）が付設されている。排ガスはこれらの処理を経てバグフィルター

に送られる。 

 バグフィルターは、排ガス中のばいじん等を捕集除去するための設備である。排ガスは、

このバグフィルターを通過した後、ガス冷却用熱交換器における熱交換により暖められた

空気と混ぜられて白煙防止が施され、煙突から排出される。バグフィルターの耐熱温度は、
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最高で２５０℃である。 

 なお、排ガス処理設備がばい煙処理用機械装置に該当することは、当事者間に争いがな

い。 

(カ) 通風設備 

ａ 押込ファン 

 後燃焼ストーカ及び再燃焼室へ空気を供給するもので、その主要部材質は、一般構造

用圧延鋼材及び機械構造用炭素鋼材である。 

ｂ 風道 

 押込ファンで空気を送り込むためのダクトで、その主要部材質は、一般構造用圧延鋼

材である。 

ｃ その他の設備 

 排ガスは、誘引ファンによって吸引され、再燃焼室から、それ以降の各設備を接続す

る煙道を通過して、煙突から外部へ排出されるが、一部は循環ファンによってロータリ

ーキルンへ還流される。なお、煙突が構築物（耐用年数１０年）に該当すること、並び

に、誘引ファン、循環ファン及び煙道がばい煙処理用機械装置に該当することは、当事

者間に争いがない。 

(キ) 灰出設備 

 灰出コンベヤ及び焼却灰移送コンベヤ（以下「灰出コンベヤ等」という。）は、再燃焼

室ピットに設置され、後燃焼ストーカ等から排出された焼却灰を移動させながら、外部に

搬送する設備であり、その主要部材質は、一般構造用圧延鋼材である。 

 灰出設備のうち灰出コンベヤ等以外の部分がばい煙処理用機械装置に該当することは、

当事者間に争いがない。 

(ク) 再燃焼室ピット 

 後燃焼ストーカの真下に位置し、灰出コンベヤ等が設置されている鉄筋コンクリート製

の工作物で、地下部分に凹形状で設置されており、地平面から約３．０ｍから５．３ｍの

深さを有し、床面積は約１４０．０㎡である。なお、この部分が機械装置の基礎部分に該

当することは、当事者間に争いがない。 

(ケ) その他の設備 

 その他の設備の法定耐用年数及び配賦方法については、当事者間に争いがない。 

（以上エについて、争いのない事実、甲３、７、２８、２９、４７から４９まで、乙４、

６、１７、弁論の全趣旨） 

(3) Ｄについて 

ア 原告は、平成５年ころ、産業廃棄物処理施設であるＤ（以下「Ｄ」という。）を取得し、

稼働させていたが、平成１２年６月から同年１２月ころにかけて、Ｄの改修工事（以下「本

件改修工事」という。）を行い、同月から事業の用に供した（争いのない事実）。 

イ 本件改修工事の内容は、リース取引による機械装置部分（以下「本件リース物件」という。）

と自社で発注した機械装置部分（以下「自社取得部分」という。）からなり、その主な内容

等は、以下のとおりである。 

(ア) 本件各リース取引について 

ａ 原告は、平成１２年４月２０日、Ｅ株式会社（以下「Ｅ」という。）から、Ｃの施工
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に係る焼却炉設備一式を月額リース料２９８万８０００円、リース期間７２月（６年）

として借り受けるリース契約（以下「本件リース取引１」という。）を締結し、同年１

２月２０日付けで上記焼却設備一式の引渡しを受けた。なお、上記焼却炉設備一式の主

たる内訳は、焼却設備（再燃焼室）、焼却ガス冷却設備、風道・煙道設備等であり、そ

の取得価額の基準額等の詳細は、別紙３の「本件リース物件」、「Ｃ」の項記載のとおり

である。 

ｂ 原告は、平成１２年４月２０日、Ｅから、Ｆ株式会社（以下「Ｆ」という。）の施工

に係るＩシステム一式を月額リース料１１５万１０００円、リース期間７２月（６年）

として借り受けるリース契約（以下「本件リース取引２」といい、本件リース取引１と

併せて「本件各リース取引」といい、本件各リース取引に係るリース料を「本件各リー

ス料」と総称する。）を締結し、平成１２年６月３０日付けで引渡しを受けた。なお、

上記Ｉシステム一式の取得価額の基準額等の詳細は、別紙３の「本件リース物件」、「Ｆ

（株）」の項記載のとおりである。 

(イ) 自社取得部分について 

 Ｄの自社取得部分の取得価額の総額は、５７００万２７７５円であり、その取得価額の

基準額等の詳細は、別紙３の「自社取得部分」の項記載のとおりである。 

（以上イについて、争いのない事実、甲３、３８、３９、４２、乙１、２、８、９、弁論

の全趣旨） 

ウ Ｄの本件改修工事に係る各設備は別紙３のとおりであるが、そのうち主要な工事内容及び

設備の構造等は、その耐用年数が争いとなっているものを中心にして述べると、以下のとお

りであり、その処理及び作業工程を示した配列は、別紙４のとおりである。 

(ア) 本件リース物件について 

ａ 焼却炉設備一式について 

(a) 焼却炉設備一式に係る工事のうち焼却設備については、焼却炉頂部に設置されて

いたガス冷却室が撤去され、焼却炉本体が改修され、再燃焼室、再燃焼バーナ追設等

の付帯設備工事がされた。燃焼ガス冷却設備については、ガス冷却室が設置されてい

た焼却炉頂部に、別置式ガス冷却塔が設置されるとともに、それにかかわる冷却水噴

霧ノズル、噴霧用空気圧縮機追設等の付帯設備工事がされた。通風設備については、

燃焼設備、燃焼ガス冷却設備工事にかかわる既設煙道の撤去、及び燃焼設備工事にか

かわる風道設備工事、並びに燃焼設備、燃焼ガス冷却設備工事にかかわる煙道設備工

事がされた。 

(b) 各設備の内容及び構造等 

ⅰ 再燃焼室 

 ストーカで発生した燃焼ガスを更に完全燃焼させる設備であり、その主要部材質

は、ケーシング部分が一般構造用圧延鋼板、炉壁部分が耐火キャスタブル、断熱キ

ャスタブル及び断熱ボード（厚さ約３０㎝）である。約８５０℃で２秒間、燃焼ガ

スを滞留させる構造となっている。 

ⅱ 燃焼ガス冷却設備 

 燃焼ガス冷却設備は、炉出口から排出される約８００℃から１０００℃の排ガス

に微粒化した冷却水を噴霧し、排ガスを約２４０℃まで低温化する装置で、その主
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要部材質は、ケーシング部分が一般構造用圧延綱板、内部ライニングが耐酸キャス

タブル、断熱キャスタブル及び断熱ボード等である。なお、燃焼ガス冷却設備がば

い煙処理用機械装置に該当することは、当事者間に争いがない。 

ⅲ 風道 

 風道は、再燃焼室における燃焼ガスと排ガスの撹拌を促進するための二次空気を

供給するために、既設風道と再燃焼室の間を新たに接続するために設置されたもの

で、その主要部材質は、一般構造用圧延鋼材である。 

ⅳ 煙道 

 煙道は、排ガスに含まれるばい煙等を処理するため、再燃焼室からガス冷却塔を

経由して減温塔までの間に設置されたものであり、その主要部材質は、一般構造用

圧延鋼材、耐酸キャスタブル及び断熱キャスタブルである。なお、煙道がばい煙処

理用機械装置に該当することは、当事者間に争いがない。 

ｂ Ｉシステム一式 

 Ｉシステムは、Ｉシステム用ノズルを既設のストーカ型焼却炉の上部に設置し、燃焼

室内に燃焼用空気を供給し、燃焼性を改善する装置であり、その主要部材質はステンレ

ス綱である。 

(イ) 自社取得部分について 

ａ 二次燃焼室ノズル増設工事 

 二次燃焼室ノズル増設工事は、上記再燃焼室に空気の噴出するノズル等を設置するた

め周辺箇所を鉄板で補強等したものであり、その主要部材質は金属製である。 

ｂ なお、その他の自社取得部分がばい煙処理用機械装置に該当することは、当事者間に

争いがない。 

（以上ウについて、甲３、３９、４２、乙８、９、弁論の全趣旨） 

(4) 本件に至る経緯 

ア 確定申告等 

 原告は、平成１３年８月期及び平成１４年８月期において、それぞれＢ及びＤ自社取得部

分のうち、建物（廃棄物ピットを除く。）、建物附属設備及び煙突以外のすべての部分をばい

煙処理用機械装置として、別表第六に基づいた減価償却を実施し、また、Ｄの本件各リース

取引に基づく本件各リース料を損金の額に算入した上、所得を計算し、別紙５の「確定申告」

欄記載のとおり、平成１３年８月期及び平成１４年８月期に係る法人税の確定申告を行い、

その後、同別紙の「修正申告」欄記載のとおり、修正申告をした。 

 また、原告は、平成１４年８月課税期間及び平成１５年８月課税期間において、本件各リ

ース取引に基づく本件各リース料に係る消費税を課税仕入れに係る消費税額に算入した上、

別紙６の「確定申告」欄記載のとおり、消費税等の申告をした。 

（以上アについて、争いのない事実） 

イ 更正処分 

 泉大津税務署長は、平成１６年７月９日、平成１３年８月期、平成１４年８月期及び平成

１５年８月期に係る法人税につき別紙５の「更正処分等」欄記載のとおり、更正処分及び過

少申告加算税の賦課決定処分を、平成１４年８月課税期間及び平成１５年８月課税期間に係

る消費税等につき別紙６の「再更正処分等」欄記載のとおり、再更正処分を、平成１５年８
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月課税期間に係る消費税等につき同欄記載のとおり、過少申告加算税賦課決定処分をそれぞ

れした（争いのない事実）。 

ウ 不服申立て等 

(ア) 原告は、平成１６年９月９日、上記法人税に係る処分につき審査請求及び上記消費税

等に係る処分につき異議申立て（平成１６年９月２２日みなす審査請求）をしたところ、

国税不服審判所長は、平成１７年９月５日付けで、平成１５年８月期更正処分に係る請求

につき却下し、その余の請求を棄却する裁決をした（争いのない事実）。 

(イ) 原告は、平成１８年３月６日、本件訴訟を提起した（顕著な事実）。 

エ 減額更正処分 

 本件各法人税更正処分は、Ｂの再燃焼室ピットの耐用年数が６０年であることを前提とし

て、減価償却資産の普通償却限度額を計算したものであったところ、別件事件判決（原告の

平成１０年８月期から平成１２年８月期までの法人税更正処分等の取消訴訟・大阪高裁平成

●●年(○○)第●●号同２０年８月２９日判決）が、Ｂの再燃焼室ピットの耐用年数が１７

年であると判断したことを受けて、減価償却資産の普通償却限度額の再計算を行い、平成１

０年８月期、平成１２年８月期、平成１３年８月期、平成１４年８月期及び平成１５年８月

期の各期について、平成２０年１０月６日付けで減額更正処分を行った（なお、平成１３年

８月期、平成１４年８月期及び平成１５年８月期の減額更正処分の詳細は、別紙５の「減額

更正処分」欄記載のとおりである。）（甲５７、乙３２、３３）。 

第３ 争点 

［本案前の争点］ 

１ 平成１５年８月期更正処分の取消しを求める訴えの利益が認められるか否か（請求５項につい

て）。 

［本案の争点］ 

２ Ｂに係る普通償却の耐用年数をどのように評価するか。具体的には、施設全体を一体とみて、

全体がばい煙処理用機械装置に該当するといえるか。仮に、設備ごとに区分して普通償却限度額

を算定するとして、別紙７の「争点」と記載されている各設備に係る耐用年数は何年か。 

３ Ｄに係る本件各リース取引が法人税法施行令１３６条の３のリース取引に当たるか否か。 

４ Ｄの自社取得部分の普通償却における耐用年数は何年か。 

５ 平成１５年８月期更正処分において同期の法人税に平成１４年８月期の事業税を損金算入し

たことが違法か否か。 

第４ 争点に対する当事者の主張 

１ 争点１（訴えの利益）について 

［原告の主張］ 

 平成１５年８月期更正処分は、平成１４年８月期に係る事業税（ただし、平成１６年８月期中

に行われた修正申告又は更正による増加所得に係るもの）を平成１５年８月期の損金に算入した

ものであるが、同事業税は、原則として、平成１６年８月期において損金算入されるべきもので

あり（法人税基本通達９－５－１(1)）、納税義務者である原告が選択的に平成１５年８月期の損

金に算入することができる（同通達９－５－２）にとどまり、税務署長が原告の選択を待たずに

平成１５年８月期の損金に算入することはできない。 

 平成１５年８月期更正処分は減額更正処分であるが、上記損金算入を行わなくても同事業年度
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においては欠損が生じていたため、上記損金算入によって法人税額は減少しなかった。一方、原

告は、平成１６年８月期の事業年度に株式会社Ｇ（以下「Ｇ」という。）を連結親法人とする連

結決算を採用したことから、平成１５年８月期の欠損金を翌年度以降に持ち越すことができず

（法人税法８１条の９参照）、上記事業税を平成１５年８月期の損金に算入して所得計算に反映

させることができなくなるという不利益を被った。 

 したがって、原告には、平成１５年８月期更正処分の取消しを求める訴えの利益が認められる。 

［被告の主張］ 

 平成１５年８月期更正処分は、平成１５年８月期の法人税の修正申告における欠損金額８４０

８万７９１５円を９４５６万５３４６円とする減額更正処分であり、平成２０年１０月６日付け

の減額更正処分によっても欠損金額９５１８万６１１４円とするものであり、欠損金額が増大し

ており、これらの処分は原告に不利益を課するものではない。したがって、原告に平成１５年８

月期更正処分の取消しを求める訴えの利益は認められず、このような訴えは不適法である。 

２ 争点２（Ｂの耐用年数）について 

［被告の主張］ 

(1) 減価償却資産の単位について 

 減価償却資産の単位については、現実に各減価償却資産がどのように利用されているかを前

提にするのではなく、通常であれば別々の効用を果たし得る限度において細分化された最小単

位を基準に判断すべきである。 

 本件において、Ｂは、焼却施設本来の基本的機能である焼却処理の機能を果たす設備と焼却

処理に伴い生じ得る公害を防止するための排ガス処理の機能・効用を営み得る建物、構築物、

機械及び装置により構成されており、Ｂを一つの機械として評価することはできず、各部分を

個別に判断すべきである。 

(2) 省令２条２号の「ばい煙処理」の対象について 

 省令２条２号の規定からすれば、同号の「ばい煙」とは、①大防法２条１項の「ばい煙」、

②同条４項の「粉じん」、③同法１７条１項の特定物質をいうと解すべきである。 

 この点について、原告は、省令２条２号の「ばい煙」にダイオキシン類が含まれると主張す

るが、ダイオキシン類は、大防法２条１項、同法施行令１条、同法１７条１項には規定されて

いない以上、ダイオキシン類が省令２条２号の「ばい煙」に含まれると解することはできない。 

(3) 省令２条２号の「ばい煙処理」の解釈について 

ア 省令２条２号の解釈について 

 省令２条２号は、ばい煙処理の方法について、ばい煙等の重力沈降、慣性分離、遠心分離、

ろ過、洗浄、電気捕集、音波凝集、吸収、中和、吸着又は拡散の方法その他これらに類する

方法による処理と具体的に定義付けており、これらで挙示されている処理の方法は、中和以

外については、いずれも既に発生したばい煙を物理的に除去するものであり、また、中和に

ついても既に発生したばい煙に当たる物質を、酸と塩基の反応によって中性の塩に化学的性

質を転換させるものである。そうすると、ばい煙の発生自体を抑制するなど上記列挙された

方法以外の手段でばい煙の排出対策を行うことは、省令２条２号の予定しないところであり、

その効果がいかに大きいものであっても、同号にいう「ばい煙処理」には該当しないという

べきである。 

 また、耐用年数通達２－２２－１（ばい煙処理用減価償却資産の範囲）が、「別表第六の
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ばい煙処理用減価償却資産とは、工場等内で生じたばい煙等を公害の生ずる恐れのない状態

で排出をするため、特に施設されたばい煙処理の用に供される減価償却資産をいう」と定め

ていることからすれば、当該減価償却資産が、仮に、ばい煙を処理する機能を有していたと

しても、ばい煙を発生させる機能をも併せ持っているのであれば、「特に施設されたばい煙

処理の用に供される減価償却資産」と評価することはできず、ばい煙処理用減価償却資産に

は該当しないと解すべきである。 

イ 原告の主張に対する反論 

(ア) 原告は、省令２条２号は、安全、確実で大量処理が可能な方法によるばい煙処理の用

に供する減価償却資産の設置を奨励することによって、国民の生命、健康を守ろうとする

ものであるから、「ばい煙処理」の意義については柔軟に解釈すべきであると主張する。

しかしながら、ばい煙処理用減価償却資産に係る償却期間の規定は、政策目的のために定

められた特別措置であること、課税の公平を図る見地から、画一的な評価の実現が要請さ

れること、省令２条２号が「重力沈降」等の処理方法を具体的に明確に規定したことから

すれば、「ばい煙処理」の意義を拡大するような解釈をすべきでなく、原告の上記主張は

失当である。 

(イ) また、原告は、一酸化炭素の気相反応による二酸化炭素への転換（酸化）、窒素酸化

物のアンモニアによる還元が、省令２条２号の「その他これらに類する方法による処理」

に該当すると主張する。 

 しかしながら、上記のような化学変化が行われたとしても、いずれも省令２条２号に規

定するばい煙処理の方法に該当しない。また、一般的な中和の性質に照らせば、省令２条

２号の「中和」とは、酸性に対してアルカリ性（又はアルカリ性に対して酸性）を化学反

応させることによって処理することと解すべきであるから、「中和」に類する方法による

処理というためには、「中和」の上記本来的意味に近い方法の処理であることを要すると

いうべきである。そうすると、原告が主張する一酸化炭素の気相反応による二酸化炭素へ

の転換は、炭素及び一酸化炭素が単に酸化されて二酸化炭素になるだけのものであって、

上記意味における「中和」とは明らかに異なる類型の化学反応というべきであり、これを

もって「中和」に類する方法による処理ということはできない。また、「酸化」は、「還元」

の対極に位置するものであり、通常は、酸化と還元とは対になって同時に起こり、一方が

酸化されると他方は、還元されるという関係にあるのであり、上記のとおり、「酸化」が

省令２条２号に規定するばい煙処理の方法に該当するということが困難である以上、「酸

化」と対をなす「還元」も省令２条２号に規定するばい煙処理の方法には該当しないとい

うべきである。したがって、原告の上記主張は、失当である。 

(4) Ｂの各設備の耐用年数について 

ア 廃棄物ピット 

 廃棄物ピットは、産業廃棄物を貯留するほか、それを覆う形で建設されている工場棟とと

もに、貯留された産業廃棄物を密閉し、二次公害を防止していること、工場棟は、屋根まで

吹き抜けとなっていて、天井付近に設置された廃棄物クレーン等の位置までは空間になって

いることからすれば、工場棟には廃棄物ピットに貯留された産業廃棄物を密閉する以外の意

義は認められない。そして、廃棄物ピットは、工場棟の地下部分に該当する上、その壁面の

うち２面は、廃棄物ピットの壁面であると同時に工場棟の基礎部分にもなっていることに照
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らせば、廃棄物ピットは、その機能・構造からして、工場棟の不可分一体の構成部分をなし

ているとみるのが相当である。 

 そうすると、工場棟は、別表第一の種類「建物」、構造又は用途「金属造のもの（骨格材

の肉厚が４㎜を超えるものに限る。）」、細目「工場（作業場を含む。）用又は倉庫用のもの」

のうち、「その他のもの」の「その他のもの」に該当し、耐用年数は３１年であるから、そ

の構成部分である廃棄物ピットも同様に解すべきであり、その耐用年数は３１年である。 

イ 廃棄物クレーン及び廃棄物コンベヤについて 

 廃棄物クレーン及び廃棄物コンベヤは、産業廃棄物を焼却設備へ投入するための設備であ

り、ばい煙処理の用に直接供されるものではないから、ばい煙処理用機械装置には該当しな

い。 

ウ 焼却設備（投入ホッパ、給じん装置、ロータリーキルン、後燃焼ストーカ及び再燃焼室）

について 

(ア) これらの設備は、焼却処理の対象となる産業廃棄物等を焼却設備に投入、焼却すると

いう焼却処理に関する設備及びその附属設備であり、これらの各設備は、「燃焼」のため

の設備というべきである。そして、「燃焼」は、省令２条２号所定の「重力沈降、慣性分

離、遠心分離、ろ過、洗浄、電気捕集、音波凝集、吸収、中和、吸着、拡散」のいずれに

も該当せず、「中和」とも明らかに異なる化学反応であり、「その他これらに類する方法」

にも該当しない。したがって、上記焼却設備はばい煙処理用機械装置には該当しないとい

うべきである。 

 そうすると、上記焼却設備は、その主要部材質が一般構造用圧延鋼材、機械構造用炭素

鋼材及び耐熱鋳鋼材等であるから、省令別表第二の番号３６９、設備の種類「前掲の機械

及び装置以外のもの並びに前掲の区分によらないもの」、細目「主として金属製のもの」

に該当し、耐用年数は１７年である。 

(イ) この点について、原告は、これらの設備は、他の設備と有機的一体となって、ばい煙

処理の用に供されており、ばい煙処理用減価償却資産に該当すると主張する。しかしなが

ら、これらの設備は、廃棄物焼却施設の基本的機能を果たす設備であり、ばい煙処理に直

接供されるとはいえず、原告の上記主張は失当である。 

(ウ) また、原告は、Ｂの再燃焼室を、機能面から、燃焼処理を行う「焼却炉本体」と反応

処理を行う「燃焼ガス滞留室」とに分類し、後者の側面を強調して、再燃焼室が全体とし

てばい煙処理用機械装置に該当すると主張する。 

 しかしながら、再燃焼室は、一般的には未燃ガスや浮遊素粒子の燃焼を行う設備とされ

ており、これを更に分類することは一般的でないこと、Ｂの契約仕様書（甲２８）及び原

告代理人が作成した説明書にも原告の上記主張を裏付ける記載はないことからすれば、原

告が主張する上記分類は、恣意的なものというべきであり、採用できない。 

 また、仮に、原告が主張する「燃焼ガス滞留室」において、窒素酸化物の還元反応等が

行われているとしても、再燃焼室の主たる目的は「燃焼」にあること、「焼却炉本体」な

る部分においては、ばい煙である一酸化炭素及び窒素酸化物が発生していることに照らせ

ば、再燃焼室が「特に施設されたばい煙処理の用に供される減価償却資産」に当たると評

価することはできない。 

エ その他の焼却設備（油圧ユニット、助燃バーナ、補助燃料タンク、補助燃料供給ポンプ及
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び羽口金物冷却ファン）について 

 これらの設備の機能に照らせば、いずれもそれ自体ばい煙処理の用に直接供されるもので

はないから、ばい煙処理用機械装置には該当しない。そして、これらの設備は、別表第二の

番号３６９、設備の種類「前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区分によらないもの」、

細目「主として金属製のもの」に該当し、耐用年数はいずれも１７年である。 

オ 通風設備（押込ファン及び風道）について 

 押込ファンは、後燃焼ストーカ及び再燃焼室へ空気を供給するものであり、風道は、その

空気を送り込むためのダクトであるから、これらの設備自体、ばい煙処理の用に直接供され

るものではなく、ばい煙処理用機械装置には該当しない。そして、これらの設備は、別表第

二の番号３６９、設備の種類「前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区分によらない

もの」、細目「主として金属製のもの」に該当し、耐用年数はいずれも１７年である。 

カ 灰出設備（灰出コンベヤ及び焼却灰移送コンベヤ）について 

 これらの設備は、再燃焼室ピット内に設置され、後燃焼ストーカから排出された焼却灰を

移動させながら、外部に搬送する設備であり、それ自体、ばい煙処理の用に直接供されるも

のではなく、ばい煙処理用機械装置には該当しない。そして、これらの設備は、別表第二の

番号３６９、設備の種類「前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区分によらないもの」、

細目「主として金属製のもの」に該当し、耐用年数はいずれも１７年である。 

キ 余熱利用設備（蒸気タービン等）について 

 蒸気タービン等は、排ガスの低温下に伴う余熱の有効利用のために、廃熱ボイラで生成さ

れた水蒸気を用いて発電を行う設備及びその付随設備であるから、排ガス処理に影響を与え

ず、ばい煙処理の用に直接供されるものとはいえず、ばい煙処理用機械装置には該当しない。

そして、蒸気タービン等の主要部材質は、一般構造用圧延鋼材、機械構造用炭素鋼材である

から、別表第二の番号３６９、設備の種類「前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区

分によらないもの」、細目「主として金属製のもの」に該当し、耐用年数は、１７年である。 

(5) 以上のとおりであるから、Ｂにおいては、別紙７の「被告主張」欄のとおりの耐用年数を

適用すべきである。 

［原告の主張］ 

(1) 減価償却資産の単位について 

ア 減価償却資産としての「機械及び装置」の判断においては、異なる機能を有する複数の部

分が存在したとしても、これらの各部分が相互に連動して一連の処理を行うべく設計され、

一体として設置され機能する場合には、一つの機械と評価すべきであり、かかる理は、機械

の大小、外皮の有無等によって影響を受けるものではない。 

 Ｂは、相互に連動して一連の処理を行うべく設計され、一体として設置されたプラントで

あり、Ｂにのみ使用されることを前提として個別に設計されており、Ｂの各部分は、客観的

に他の施設に流用することができず、汎用性が全くなく、他の部分と結合して初めて本来の

効用をあげることができ、各部分が物理的に不可分一体となっている。そして、Ｂの基本的

機能は、公害を防止しながら廃棄物を減容することにあり、法定の排出基準を充足するため

には、Ｂの各部分が有機的に連動して機能することが不可欠であり、Ｂは、機能的にも一体

となっている。 

 以上からすれば、Ｂは、減価償却資産として一つの機械及び装置に該当する。 
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イ この点について、被告は、減価償却資産の単位について、通常であれば、別々の効用を果

たし得る限度において細分化された最小単位を基準に判断すべきとした上で、Ｂを各部分ご

とに分け、複数の減価償却資産として評価している。被告の主張を前提とすれば、本件にお

いて、投入ホッパと焼却炉本体から分離された後燃焼ストーカは移動する火格子列と、ロー

タリーキルン及び後燃焼ストーカから分離された再燃焼室は単なる筒体と、それぞれ評価す

ることになるが、このように分離された後の各部分をもって、「通常であれば別々の効用を

果たし得る」ものと評価することはできず、上記被告の主張を前提にしても、Ｂを各部分ご

とに細分化することはできないのであって、被告の上記主張は失当である。 

(2) ダイオキシン類が「ばい煙」（省令２条２号）に含まれること 

ア ダイオキシン類と大防法２条１項２号 

 大防法２条１項２号は、ばい煙を構成するものとして、「燃料その他の物の燃焼又は熱源

としての電気の使用に伴い発生するばいじん」と定めており、ばいじんとは、大気中に浮遊

する粒子状の物質のうち、燃焼等に伴って発生する固形微粒子を意味し、物の破砕等に伴っ

て発生する粉じんと区別される概念である。そして、ダイオキシン類が塩基の燃焼により発

生し、微粒子の状態で排出され、空気中に浮遊するものであること等に照らせば、ダイオキ

シン類は、大防法２条１項２号の「ばいじん」に該当し、同条１項本文により、「ばい煙」

を構成する物質というべきである。 

イ ダイオキシン類と大防法２条１項３号 

 大防法２条１項３号は、ばい煙を構成するものとして、「物の燃焼、合成、分解その他の

処理に伴い発生する物質のうち、カドミウム、塩素、弗化水素、鉛その他の人の健康又は生

活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質で政令で定めるもの」と規定している。そして、

同号を受けて、大防法施行令１条は、同法２条１項３号に該当する物質を列挙し、同法３条

２項は、これらの物質を「有害物質」と規定している。そして、ダイオキシン類は、大防法

附則９項の「指定物質」に指定されており、著しく危険な物質であるとの評価を受けていた

ことからすれば、ダイオキシン類は、上記「有害物質」に該当し、大防法２条１項３号の「ば

い煙」に当たるというべきである。 

ウ ダイオキシン類と大防法１７条１項 

 大防法１７条１項は、「特定物質」を取り扱う者の事故時における措置を規定し、この規

定は、ダイオキシン類特別措置法２３条１項と同一の規定であり、同条２項、３項も大防法

１７条２項、３項と同一の規定である。このようにダイオキシン類について事故時の措置に

ついて大防法１７条１項の「特定物質」と同一の取扱いが要求されていることに加えて、省

令２条２項が公害防止をその趣旨とすることからすれば、税法上、ダイオキシン類は「特定

物質」に当たると解すべきである。したがって、ダイオキシン類は、大防法１７条１項の適

用あるいは準用によって「特定物質」に含まれ、省令２条２号のばい煙を構成する物質とい

うべきである。 

(3) 省令２条２号の「ばい煙処理」の解釈について 

ア 省令２条２号は、「その他これらに類する処理」という包括的な文言を用いており、技術

の不断の進歩に照らし法令中の技術文言の解釈は柔軟であるべきことからすれば、省令２条

２号の解釈については合理的な社会的慣行を尊重しつつ弾力的な解釈を行うことが要請さ

れているといえる。そして、省令２条２号が定められたのは、昭和３８年ころ、大気汚染の
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激化が社会問題となり、他方で、技術革新が急速に進みつつあったこと等から、大気汚染を

積極的に防止するための設備については、特に短い耐用年数による償却を認めることによっ

て、設備の更新及びばい煙処理技術の導入を促進するとともに、そのような企業の社会的努

力に応えようという政策的な配慮によるものである。さらに、同号は、ばい煙の処理方法と

して、省令制定当時のばい煙処理技術の典型的なものを列挙したが、その後、大気汚染防止

技術の革新、環境対策諸法令の制定や規制の厳格化が進行し、同号に定める典型的な処理方

法では規制基準を満たすことが困難な状況になっている。 

 このような同号の規定の文言、制定経緯、その後の規制基準の強化の経緯等に照らせば、

同号の「その他これらに類する方法による処理」の解釈は柔軟に行うべきであり、Ｂにおい

て行われている以下の処理は、いずれも同号の「その他これらに類する処理」に該当すると

いうべきである。 

イ Ｂにおけるばい煙処理について 

(ア) 省令２条２号の「ばい煙処理」に該当するか否かは、柔軟に解釈すべきであり、「ば

い煙」の「抑制」、「転換」、「ガスの高温滞留による分解」等の方法は、「その他これらに

類する方法による処理」に該当するというべきである。 

(イ) 本件において、Ｂは、黒煙・すす、一酸化炭素、二酸化窒素、ダイオキシン類等の「ば

い煙」を処理しているが、その具体的な処理方法は以下のとおりであり、このような処理

方法は、「ばい煙処理」に該当するというべきである。 

ａ 黒煙・すす 

(a) 完全燃焼による発生の抑制。 

(b) 発生した黒煙・すすの完全燃焼による二酸化炭素への転換。 

(c) 残留する黒煙・すすのフィルターでの除去。 

ｂ 一酸化炭素 

(a) 廃棄物の完全燃焼による発生の抑制。 

(b) 発生した一酸化炭素の完全燃焼による二酸化炭素への転換。 

ｃ 二酸化窒素 

(a) 廃棄物の完全燃焼による発生の抑制。 

(b) 燃焼温度を９００℃程度に制御することによる発生の抑制。 

ｄ ダイオキシン類 

(a) 未燃ガスと酸素の乱流混合撹拌による発生の抑制。 

(b) 高い燃焼温度で完全燃焼による発生の抑制。 

(c) 高温燃焼ガスの一定時間の滞留による分解。 

(ウ) 以上からすれば、減価償却資産として一つの機械及び装置であるＢは、ばい煙処理用

機械装置といえ、その耐用年数は７年である。 

(4) Ｂの各部分について 

 仮に、Ｂが一つの機械及び装置ではないとしても、以下のとおり、Ｂの各部分は、省令２条

２号に規定するばい煙処理用機械装置に該当するというべきである。 

ア 廃棄物ピット及び廃棄物クレーン 

 Ｂの廃棄物ピットは、廃棄物クレーンによる破砕・撹拌・混合の作業を可能にし、廃棄物

クレーンは、廃棄物ピット内の廃棄物を破砕・撹拌・混合し、投入ホッパに供給する設備で
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あり、これにより、廃棄物が均一化・安定化し、物質によっては、発酵・分解が促進される。

このような前処理を行った廃棄物を燃焼炉に定量供給することで、ロータリーキルン、後燃

焼ストーカ、再燃焼室内での安定燃焼、高温燃焼、完全燃焼が可能となり、燃焼段階におけ

る黒鉛・すす、一酸化炭素、窒素酸化物等の「ばい煙」の発生を抑制する。そうだとすれば、

廃棄物ピット及び廃棄物クレーンは、機械及び装置であり、直接ばい煙処理の用に供されて

いるといえるから、その耐用年数は７年である。 

 この点について、被告は、廃棄物ピットが工場棟の基礎であると主張するが、証拠（甲４

９）に照らせば、廃棄物ピットの側壁は、工場棟の上屋の鉄骨の基礎とはされておらず、廃

棄物ピットを「建物」と評価することはできず、被告の主張は失当である。 

イ 投入ホッパ、ロータリーキルン及び後燃焼ストーカ 

 投入ホッパ、ロータリーキルン及び後燃焼ストーカにより、廃棄物の安定的かつ完全な燃

焼が可能になることからすれば、これらは、黒鉛・すす、一酸化炭素、窒素酸化物、ダイオ

キシン類の排出を抑制する設備ということができ、ばい煙処理の用に供されているといえる。

したがって、投入ホッパ、ロータリーキルン及び後燃焼ストーカは機械及び装置であるから、

その耐用年数は７年である。 

ウ 再燃焼室 

(ア) Ｂの再燃焼室において行われている処理は、①ロータリーキルン及び後燃焼ストーカ

で発生した水素を主成分とする可燃性ガスを完全燃焼させ、可能な限り二酸化炭素等の無

害な物質とすること、②ロータリーキルン及び後燃焼ストーカで発生した黒煙・すす、一

酸化炭素等を完全燃焼させ、可能な限りで二酸化炭素等の無害な物質とすること、③上記

①②で発生した燃焼ガス中の黒煙・すす、一酸化炭素を気相反応により二酸化炭素に転換

すること、④上記①②で発生した燃焼ガス中の窒素酸化物をロータリーキルンにおいて発

生させたアンモニアと反応させて、窒素ガスと水に中和、還元すること、⑤上記①②ある

いはロータリーキルンで発生したダイオキシン類、塩化水素等を高温で２秒以上滞留させ

て熱分解することである。 

 このようにＢの再燃焼室の内部における処理は、ロータリーキルン及び後燃焼ストーカ

上での燃焼により発生した有害物質を更に燃焼するという処理（以下「燃焼処理」という。

上記①②に該当する部分。）と、上記燃焼ガスにより発生したガスを気相反応、化学反応

及び熱分解によって消滅、転換する処理（以下「反応処理」という。上記③④⑤に該当す

る部分。）とに大別でき、Ｂの再燃焼室は、燃焼処理を行う「焼却炉本体」と反応処理を

行う「燃焼ガス滞留室」とに分けることができる。 

 そして、焼却炉本体においては、ロータリーキルンから供給される可燃性ガス及び有害

物質、後燃焼ストーカから供給される可燃性ガス及び有害ガスを燃焼させ、有害物質を処

理している。そして、燃焼とは、酸素と物質の結合反応の一形態であることからすれば、

かかる部分での処理は、「ばい煙処理」に該当するというべきである。 

 また、燃焼ガス滞留室においては、焼却炉本体から供給される燃焼ガス及びロータリー

キルンで発生するガスのうち焼却炉本体で処理できないものを上記のとおりの気相反応、

化学反応及び熱分解の方法で処理する部分であり、これも「ばい煙処理」に該当するとい

うべきである。 

(イ) この点について、被告は、Ｂの再燃焼室の減価償却資産としての性質を検討するに当
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たり、これを全体として評価すべきであり、少なくとも「焼却炉本体」においては、ばい

煙である一酸化炭素及び窒素酸化物が発生していること、「燃焼ガス滞留室」においても

少量の窒素酸化物が発生していることから、Ｂの再燃焼室を全体としてみれば、ばい煙を

発生させている施設であり、ばい煙処理用機械装置には該当しないと主張する。 

 しかしながら、上記(ア)のとおりの再燃焼室の機能からすれば、再燃焼室の減価償却資

産としての性質について、その全体をみて評価するのは妥当でない。 

 また、燃焼ガス滞留室においては、ばい煙処理が行われているにもかかわらず、その下

部の焼却炉本体の存在により、その性質が消失することはありえず、燃焼ガス滞留室がば

い煙処理施設であれば、それを含む再燃焼室は当然ばい煙処理用機械装置に該当するとい

うべきである。 

 そして、確かに、高温下で窒素と酸素が反応することで窒素酸化物のうちサーマルノッ

クスが発生するが、サーマルノックスは火炎からの距離が近いほど大量に発生するところ、

燃焼ガス滞留室では火炎は存在しないこと、燃焼ガス滞留室の滞留温度は焼却炉本体より

も１００℃から２００℃程度低温であることからすれば、燃焼ガス滞留室において、サー

マルノックスはほとんど発生せず、仮に、ごく微量の窒素酸化物が発生したとしてもアン

モニア水によって、還元され除去されることからすれば、燃焼ガス滞留室において少量の

窒素酸化物が発生することをもって、再燃焼室がばい煙処理用機械装置に該当しないとは

いえない。 

 以上より、被告の上記主張は失当である。 

エ 蒸気タービン等 

 蒸気タービン等は、廃熱ボイラから排出される高圧の蒸気を利用して、蒸気タービンを回

転させ、Ｂに使用する電気を発電する装置である。蒸気タービン等は、汎用性のあるもので

はなく、Ｂのために設計、製造されたものであり、発電された電力はすべてＢで利用されて

いることからすれば、蒸気タービン等は、独立の効用はなく、Ｂの一部と評価すべきである。

そうすると、蒸気タービン等は、機械共通費として配賦されるべきであり、結果的にはばい

煙処理用機械装置として扱われるべきである。 

(5) 以上のとおり、Ｂは、全体として一つの機械及び装置として評価すべきであり、一体とし

て稼働することによって、黒煙・すす、一酸化炭素、窒素酸化物、ダイオキシン類等のばい煙

処理の用に供されているから、省令２条２号、別表第六のばい煙処理用機械装置に該当し、別

紙７の「原告主張」欄記載のとおり、耐用年数はすべて７年である。また、仮に、Ｂを一体と

して評価しなかったとしても、上記のとおり、Ｂの各部分は、ばい煙処理の用に供されている

といえるから、別紙７の「原告主張」欄記載のとおり、耐用年数はすべて７年である。さらに、

Ｂの焼却炉本体に汚水を噴霧してばい煙を処理しており、この処理が省令２条１項１号の乾燥

に該当するといえることからすれば、Ｂは汚水処理施設ともいえる。 

３ 争点(3)（本件各リース取引が売買とみなされるか否か）について 

［被告の主張］ 

(1) 法人税法施行令１３６条の３第１項３号の規定する「リース資産がその使用可能期間中当

該賃借人によってのみ使用されると見込まれるもの」について、法人税基本通達（平成１４年

課法２－１による改正前のもの。以下同じ。）１２の２－２－３は、機械装置等で、その主要

な部分が賃借人における用途、その設置場所の状況等に合わせて特別な仕様により製作された
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ものであるため、当該賃貸人が当該リース資産の返還を受けて再び他に賃貸又は譲渡すること

が困難であって、その使用可能期間を通じて当該賃借人においてのみ使用されると見込まれる

ものは、同号に該当すると定めている（以下、上記通達の基準により同号該当性が認められる

機械装置等を「専用機械装置等」という。）。 

 本件において、本件リース物件のうち焼却炉設備一式（再燃焼室、燃焼ガス冷却設備、風道、

煙道）は、既存のＤに対して施工され固着する機械装置等であり、また、Ｉシステム一式につ

いても既存のストーカ型焼却炉の上部に設置されており、Ｄに固着する機械装置であり、本件

リース物件の規模等を考慮すると、これらを他の産業廃棄物処理施設に移動し、新たに設置す

ることが可能であるか否かは不明である上、仮に可能であったとしても、一般的にみれば非現

実的であることは明らかである。また、Ｄから本件リース物件を撤去するとＤについても更な

る補修が必要となる。これらに照らせば、本件各リース取引は、その種類、用途、設置の状況

等に照らし、それらがその使用可能期間中、原告によってのみ使用されると見込まれるものと

いうことができ、法人税法施行令１３６条の３第１項３号に該当する。 

(2) 法人税法施行令１３６条の３第３項は、同条１項に規定するリース取引とは、①当該賃貸

借に係る契約が、賃貸借期間の途中においてその解除をすることができないものであること又

はこれに準ずるものであること（１号）、②当該賃貸借に係る賃借人が当該賃貸借に係る資産

からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することができ、かつ、当該資産の使用に伴っ

て生ずる費用を実質的に負担すべきこととされているものであること（２号）の要件を満たす

ものをいうと規定する。 

 本件各リース取引は、契約締結の日からリース期間が満了するまで解除できないことから、

上記①の要件は満たす。 

 また、上記(1)のとおり、本件リース物件は、既設のＤに対して施工された改修工事であり、

既設のＤに固着した機械装置等であるといえ、本件各リース取引は、「賃借人が当該賃貸借に

係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することができ」るものといえる。 

 そして、「当該資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこと」とは、その賃貸

借期間中に賃借人が支払うリース料の合計額が、賃貸人における賃貸借資産の取得価額及びそ

の取引に係る付随費用の額の合計額のおおむね全部（原則として１００分の９０以上）である

ことをいうと解すべきである（法人税基本通達１２の２－１－２）。そうすると、本件リース

物件のリース料の合計額は２億９８００万８０００円であるところ、本件リース物件の価格、

固定資産税及び動産総合保険料額の合計額は、約２億６５０６万２０００円であり、賃貸借期

間中に賃借人が支払うリース料の合計額が、賃貸人における賃貸借資産の取得価額及びその取

引に係る付随費用の額の合計額を上回っており、上記「当該資産の使用に伴って生ずる費用を

実質的に負担」するといえる。 

 したがって、本件各リース取引は、法人税法施行令１３６条の３第３項に規定するリース取

引に当たるというべきである。 

(3) 本件リース物件の形式基準による専用機械装置等該当性 

 この点について、原告は、①本件リース物件は、一体として機能しているから、全体として

ばい煙処理用機械装置に該当し、②仮に、各部分を個別の減価償却資産と解したとしても、本

件改修工事がばい煙処理の目的で行われたものであるから、いずれにしても本件リース物件の

耐用年数は７年と解するべきであるところ、本件各リース取引の契約期間が６年であり、その
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契約期間が耐用年数の１００分の８０を超え、法人税基本通達１２の２－２－５により、本件

各リース取引は、法人税法施行令１３６条の３第１項３号に該当しないと主張する（以下、同

通達に基づく、契約期間と耐用年数との比較による専用機械装置等該当性の判定を「形式基準

による専用機械装置等の判定」ということがある。）。しかしながら、以下のとおり、原告の主

張はいずれも失当である。 

ア 減価償却資産の単位については、前記（第４の２［被告の主張］(1)）のとおりであるこ

と、Ｄに設置されたＩシステム一式及び焼却炉設備一式は、それぞれ独立して本件各リース

取引の対象となっていることからすれば、Ｄを一体としてばい煙処理用機械装置に当たると

評価することはできず、原告の上記①の主張は失当である。 

イ 本件リース物件の各耐用年数について 

 本件リース物件を個別の減価償却資産と解した場合、各物件の耐用年数とそれに対して法

人税基本通達１２の２－２－５を適用した結果は、以下のとおりであり、原告の上記②の主

張も失当である。 

(ア) 焼却炉設備一式について 

ａ 再燃焼室について 

(a) 再燃焼室は、産業廃棄物の燃焼により発生した排ガスを８００℃以上の高温で燃

焼させ、不完全燃焼による一酸化炭素やダイオキシンの発生を抑制する設備である。

そして、ばい煙の発生自体を抑制することが「ばい煙処理」に該当しないことは前記

（第４の２［被告の主張］(3)）のとおりである。また、再燃焼室は、焼却施設の基

本的機能である廃棄物等を焼却して有機的廃棄物の腐敗等を防止しつつ減容する機

能を果たす焼却処理に関する設備であることからすれば、Ｄの再燃焼室も前記Ｂの再

燃焼室と同様に、むしろばい煙を発生させており、ばい煙処理用機械装置に該当する

とはいえない。 

 そして、再燃焼室は、その主要部材質が一般構造用圧延綱板であるから、省令別表

第二の番号３６９、設備の種類「前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区分に

よらないもの」、細目「主として金属製のもの」に該当し、耐用年数は１７年である。 

(b) この点について、原告は、Ｄの再燃焼室は、Ｂの「燃焼ガス滞留室」に相当する

と主張し、新たな有害物質を発生させていないと主張する。しかしながら、原告の主

張は、意図的にＤの再燃焼室とＢの再燃焼室を区別するものであり、何らの裏付けも

ない。むしろ、Ｄの再燃焼室が、高さ５．３ｍ、燃焼室容量５４㎡であり、再燃バー

ナが設置されているのに対し、Ｂの再燃焼室は、高さ４．７ｍ、燃焼室容量７６㎡、

助燃バーナが設置されていることからすれば、両者は、構造的にも機能的にも異なる

ところはないというべきである。したがって、Ｄの再燃焼室もＢの再燃焼室と同様に

ばい煙処理用機械装置には該当せず、原告の上記主張は失当である。 

 また、原告は、Ｄの再燃焼室において、一酸化炭素の燃焼による酸化反応が行われ

ていると主張するが、仮にそれが事実であるとしても、燃焼による酸化反応が「ばい

煙処理」に該当しないことは前記（第４の２［被告の主張］(3)）のとおりである。 

 さらに、原告は、一酸化炭素の燃焼による酸化反応以外にもダイオキシン類の熱分

解及び窒素酸化物のアンモニアによる還元反応が行われていると主張するが、仮にそ

れが事実であったとしても、ダイオキシン類は「ばい煙」ではない上、ダイオキシン
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類の熱分解及び窒素酸化物の還元反応は、いずれも「ばい煙処理」にも該当しない。

加えて、Ｄの再燃焼室は、不完全燃焼を防ぐことによって一酸化炭素やダイオキシン

の発生を抑制する設備であることからすると、ダイオキシン類の熱分解及び窒素酸化

物の還元反応を主たる目的としているものではないのであるから、ダイオキシン類の

熱分解及び窒素酸化物の還元反応が一部で行われていることをもって、Ｄの再燃焼室

をばい煙処理用減価償却資産と評価することはできない。 

 以上より、原告の上記主張は失当である。 

ｂ 風道 

 風道は、焼却設備である再燃焼室に二次空気を供給するために、既設風道と再燃焼室

との間を新たに接続するために設置されたものであり、燃焼ガスと排ガスの撹拌を促進

するという焼却処理に関する設備である。したがって、風道は、ばい煙処理用機械装置

には該当しない。 

 そして、風道については、その主要部材質が一般構造用圧延鋼材であるから、省令別

表第二の番号３６９、設備の種類「前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区分に

よらないもの」、細目「主として金属製のもの」に該当し、その耐用年数は、１７年で

ある。 

ｃ 煙道、燃焼ガス冷却設備は、いずれもばい煙処理の用に供される設備であり、その耐

用年数が７年であることに争いはない。 

(イ) Ｉシステム一式 

 Ｉシステムは、燃焼性を改善し、再燃焼室の排ガスに含まれる一酸化炭素の量を抑制す

るために、Ｉシステム用ノズルを既設の焼却設備であるストーカ型焼却炉の上部に設置し

たものであり、焼却施設の基本的機能である廃棄物等を焼却して有機的廃棄物の腐敗等を

防止しつつ減容する機能を果たす焼却処理に関する設備である。したがって、Ｉシステム

一式は、ばい煙処理用機械装置には該当しない。なお、Ｉシステム一式が設置されること

により、燃焼性が改善し、ばい煙の発生が抑制されるとしても、このような抑制が「ばい

煙処理」に該当しないことは、前記（第４の２［被告の主張］(3)）のとおりである。 

 そして、Ｉシステムは、Ｉシステム用ノズルの主要部材質がステンレス綱であるから、

省令別表第二の番号３６９、設備の種類「前掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区

分によらないもの」、細目「主として金属製のもの」に該当し、その耐用年数は、１７年

である。 

(ウ) 以上の耐用年数を前提に本件リース物件であるＩシステム一式及び焼却炉設備一式

の形式基準による専用機械装置等該当性について検討すると以下のとおりである。 

ａ Ｉシステム一式について 

 Ｉシステム一式の耐用年数は、上記のとおり、１７年であり、本件各リース取引にお

けるリース期間（６年）は、その耐用年数の１００分の８０に相当する年数（１３年）

未満となるから、法人税基本通達１２の２－２－５の定めによっても、Ｉシステム一式

が専用機械装置等には該当しないとはいえない。 

ｂ 焼却炉設備一式について 

 上記(ア)のとおり、焼却炉設備一式は、耐用年数７年の設備と耐用年数１７年の設備

から構成されているところ、耐用年数の異なる数種の資産がリース契約の対象となり、
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同一のリース期間が設定されている場合には、それぞれの資産の耐用年数を加重平均し

た年数をリース契約の対象物件の耐用年数とみて、形式基準による専用機械装置等に該

当するか否かを判断するのが合理的である。そうすると、焼却炉設備一式のそれぞれの

資産の耐用年数を加重平均した年数は、別紙８のとおり、１０年であり、本件各リース

取引におけるリース期間（６年）は、その耐用年数の１００分の８０に相当する年数（８

年）未満となるから、法人税基本通達１２の２－２－５の定めによっても、焼却炉設備

一式が専用機械装置等には該当しないとはいえない。 

ｃ 以上からすれば、本件リース物件は専用機械装置等に該当するといえ、原告の前記②

の主張は失当である。 

［原告の主張］ 

(1) 法人税法施行令１３６条の３第１項３号は、「リース資産の種類、用途、設置の状況等に照

らし、リース資産がその使用可能期間中当該賃借人によってのみ使用されると見込まれるも

の」と規定し、法人税基本通達１２の２－２－５は、「機械装置等を対象とするリース取引が、

当該リース取引に係るリース資産の耐用年数の１００分の８０に相当する年数（１年未満の端

数がある場合には、その端数を切り捨てる。）以上の年数をリース期間とするものである場合

は、当該リース取引は令１３６条の３第１項第３号《売買とされるリース取引》に規定する「そ

の使用可能期間中当該賃借人によってのみ使用されると見込まれるもの」には該当しないもの

として取り扱うことができる。」と定めている。そうすると、本件リース物件である再燃焼室、

Ｉシステム、燃焼ガス冷却設備、風道・煙突は、以下のとおり、ばい煙処理用機械装置に当た

り、その耐用年数は７年であり、本件各リース取引のリース期間（６年）の８０パーセントに

相当する年数以上のリース取引といえる以上、本件各リース取引は、法人税法施行令１３６条

の３第１項３号には該当しないというべきである。 

(2) 本件リース物件の耐用年数 

ア Ｄにおける本件改修工事は、規制基準の厳格化等に伴い、ばい煙の処理能力を飛躍的に向

上させる目的で行われたものであること、Ｄは全体として廃棄物を減容しながらばい煙処理

を行うものであることからすれば、Ｄの各部分を個別の減価償却資産と評価することはでき

ず、全体としてばい煙処理の用に供されている施設として、省令２条２号が適用されるとい

うべきである。 

イ 仮に、Ｄの各部分を減価償却資産の単位と解したとしても、本件改修工事に係る部分は、

ばい煙を処理する目的で行われたものであり、以下のとおり、いずれもばい煙処理用機械装

置に該当するというべきである。 

(ア) 再燃焼室 

 Ｄの再燃焼室は、Ｂの再燃焼室の燃焼ガス滞留室と同様の機能を有するものであり、Ｂ

の再燃焼室が「ばい煙処理の用に供されている」といえる以上、Ｄの再燃焼室も「ばい煙

処理の用に供されている」といえる。 

 Ｄの再燃焼室では、ＯＦＡノズル又はＩノズルから酸素が、アンモニア噴霧ノズルから

アンモニアが、それぞれ供給され、内部で撹拌が行われることにより、同室内において、

①焼却炉本体で発生した燃焼ガス中の黒煙・すす、一酸化炭素を気相反応により二酸化炭

素に転換、②焼却炉本体で発生した燃焼ガス中の窒素酸化物をノズルから噴霧するアンモ

ニア水と反応させて、窒素ガスと水に中和、還元、③焼却炉本体で発生したダイオキシン
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類、塩化水素等を高温で２秒以上滞留させての熱分解がそれぞれ行われている。これらに

加えて、Ｄの再燃焼室の設置は、ばい煙の処理のみを目的とする改善工事によって追加的

に設置されたものであり、Ｂの燃焼ガス滞留室に相当するものであること、再燃焼室にお

ける処理は火炎を伴わず、通常運転時には、再燃焼室の再燃バーナも使用せず、新たな有

害物質を発生させるものではないことも併せて考えれば、Ｄの再燃焼室は、省令２条２号

に規定する処理方法である「中和」又はこれに「類する方法による処理」をしており、ば

い煙処理用機械装置に該当するというべきである。 

(イ) Ｉシステム 

 Ｉシステムは、再燃焼室の外周に空気噴射用の多数のノズルを設置し、同噴射口から高

圧空気を超高速で噴射することにより、再燃焼室内の火炎流に乱流による火炎伝播を生じ

させる燃焼用空気供給装置であり、炉内での完全燃焼を目的として設置されたものである。

これにより、黒鉛・すす及び一酸化炭素が二酸化炭素に転換され、ダイオキシン類につい

てはその結合が破壊されることからすれば、Ｉシステムは、省令２条２号のばい煙処理用

機械装置に該当するというべきである。 

(ウ) 風道・煙突 

 煙突がばい煙処理用機械装置に該当することは争いがない。また、前記のとおり、本件

改修工事は、ばい煙処理を目的としたものであるから、同工事によって設置された風道も

ばい煙処理用機械装置に該当するというべきである。 

(エ) 燃焼ガス冷却設備 

 燃焼ガス冷却設備がばい煙処理用減価償却資産に該当することは争いがない。 

(オ) 以上のとおり、本件リース物件の耐用年数は、いずれも７年というべきであり、本件

各リース取引は、法人税法施行令１３６条の３第１項３号には該当しないというべきであ

る（法人税基本通達１２の２－２－５参照）。 

(3) 被告の主張に対する反論 

 被告は、法人税基本通達１２の２－２－３(2)が、「（機械装置等で）その主要な部分が賃借

人における用途、その設置場所の状況等に合わせて特別な仕様により製作されたものであるた

め、当該賃貸人が当該リース資産の返却を受けて再び他に賃貸又は譲渡することが困難であっ

て、その使用可能期間を通じて当該賃借人においてのみ使用されると認められるものを対象と

するリース取引」と規定していることも理由として、本件各リース取引が法人税法施行令１３

６条の３第１項３号に該当すると主張する。 

 しかしながら、本件リース物件の仕様は、法定の排出基準を充足する目的で決定されたもの

であるところ、再燃焼室の高さを確保し、Ｉシステムを設置することによって、炉内の完全燃

焼を確保し、高温の燃焼ガスを滞留させて有害物質を処理することは、既存の技術であり、有

害物質の規制が強化される中で同業他社や地方公共団体等で一般的に行われてきたものであ

るから、本件リース物件は、その用途、その設置場所の状況等に合わせて特別な仕様により製

作されたものとはいえず、上記被告の主張は失当である。 

４ 争点４（Ｄの自社取得部分の耐用年数）について 

［被告の主張］ 

 自社取得部分に係る工事のうち、二次燃焼室ノズル増設工事は、本件リース物件のうち、Ｃが

施工した再燃焼室に空気を噴出するノズル等を設置するため周辺箇所を鉄板で補強等を行った
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ものである。そうすると、二次燃焼室ノズル増設工事は、燃焼設備である再燃焼室の一部の補強

工事であり、その主要部材質は、金属製であるから、省令別表第二の番号３６９、設備の種類「前

掲の機械及び装置以外のもの並びに前掲の区分によらないもの」、細目「主として金属製のもの」

に該当し、その耐用年数は１７年とすべきである。 

［原告の主張］ 

 自社取得部分に係る工事のうち、二次燃焼室ノズル増設工事は、Ｄと一体となってばい煙処理

の用に供されている部分であり、ばい煙処理用機械装置として、その耐用年数は７年である。 

５ 争点(5)（事業税の損金算入が違法であること） 

［原告の主張］ 

 被告は、原告の平成１５年８月期の法人税分について、修正申告による増加所得に係る平成１

４年８月期の事業税５７８万８０００円及び平成１６年７月９日付け更正処分による増加所得

に係る平成１４年８月期の事業税１０４万４９００円の合計６８３万２９００円を原告の平成

１５年８月期の損金に算入した。 

 法人税基本通達９－５－１(1)は、申告納税方式による租税の税額の損金算入時期は、当該納

税申告書が提出された日、更正に係る税額のそれは当該更正があった日の属する事業年度とする

旨を定めており、同通達によれば、上記増加所得に係る平成１４年８月期事業税の損金算入時期

は、平成１６年８月期の事業年度とすべきである以上、上記事業税の損金算入は、違法というべ

きである。 

 この点について、確かに、同通達９－５－２は、特例として、「当該事業年度の直前の事業年

度（以下「直前年度」）分の事業税の額については、９－５－１にかかわらず、当該事業年度終

了の日までにその全部又は一部につき申告、更正又は決定がなされていない場合であっても、当

該事業年度の損金の額に算入することができるものとする」と規定する。しかしながら、同通達

は、納税義務者に損金算入時期について選択権を与えたものであるから、納税義務者の選択を待

たずに、税務署長が当該規定の適用があるものとして直前年度において損金算入することはでき

ないというべきである。 

［被告の主張］ 

 原告の主張は争う。 

６ 被告が主張する原告の法人税額等 

 以上を前提として、被告が主張する減価償却の基礎となる各設備の取得価額の計算、普通償却

限度額並びに原告の本件各事業年度の法人税額及び過少申告加算税の算出過程、計算根拠等は、

以下のとおりである。なお、原告は、このうち、Ｂ及びＤの減価償却資産の区分及びその耐用年

数について争うものであり、その余の算出根拠となる数額、計算関係等については、当事者間に

争いがない。 

(1) Ｂの減価償却の基礎となる各設備の取得価額の計算 

 前記（第４の２［被告の主張］(4)）の各設備の分類を前提に、次のとおり共通仮設工事、

設計費、付帯設備、割賦手数料及び借入金利息並びに除鉄マンガン装置を各設備の基準額等（別

紙１の「基準額」欄参照）に応じて配賦して計算するのが相当である（以下、各設備の名称に

別紙１における番号を「〈１〉」のように記載する。）。 

ア 共通仮設工事〈７９〉の配賦（第一次配賦） 

 共通仮設工事費は、土木建築工事に係る仮設工事、工事準備費であるから、土木建築工事
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〈６９から７８まで〉の各基準額の割合に応じて配賦する。その結果は別紙１の「第一次配

賦」欄記載のとおりである。 

イ 設計費の配賦（第二次配賦） 

 設計費１億６０００万円は、設計に要した時間に基づいて、①機械関係設計費〈６６〉８

４００万円、②電気計装関係設計費〈６７〉１５８０万円、③土木建築関係設計費〈６８〉

６０２０万円に区分できる。 

 まず、①機械関係設計費は、構築物である煙突〈３５〉と電気計装関係以外の機械及び装

置〈２から３４まで、３６から５４まで、５７、５８、６３から６５まで〉の各基準額の割

合に応じて配賦する。また、②電気計装関係設計費〈６７〉は、電気・計装設備〈５５、５

６〉及び電気・計装工事〈６１、６２〉の各基準額の割合に応じて、これらに配賦する。そ

して、③土木建築関係設計費〈６８〉は、土木建築工事〈６９から７８まで〉の各基準額の

割合に応じて、これらに配賦する。なお、これら①から③までの各設計費の配賦については、

当事者間に争いがなく、その結果は別紙１の「第二次配賦」欄記載のとおりである。 

ウ 減価償却資産としての区分及び配賦（第三次配賦） 

 Ｂは、(ア)建物、(イ)建物附属設備、(ウ)構築物、(エ)機械及び装置に区分することがで

き、(エ)機械及び装置については、ａ高温焼却装置、ｂばい煙処理装置、ｃ汚水処理装置、

ｄその他の機械に区分することができる。 

(ア) 建物 

 廃棄物ピット〈１〉、工場棟上屋、誘引送風機棟上屋、工場棟基礎及び誘引送風機棟基

礎〈６９から７２まで〉は、いずれも建物に該当する。なお、原告は、廃棄物ピットが工

場棟上屋の基礎として建物に該当するという点を争っている。 

(イ) 建物附属設備 

 電気設備工事、給排水・衛生設備工事、冷暖房・通風設備工事及び消火・災害報知設備

工事〈７５から７８まで〉はいずれも建物附属設備に該当する。なお、この点については、

当事者間に争いがない。 

(ウ) 構築物 

 煙突〈３５〉は構築物に該当する。なお、この点については、当事者間に争いがない。 

(エ) 機械及び装置 

ａ 高温焼却装置 

 受入供給設備のうち廃棄物クレーン及び廃棄物コンベヤ〈２、６、７〉、焼却設備の

すべて〈８から１７まで〉、通風設備のうち押込ファン及び風道〈３２、３６〉、灰出設

備のうち灰出コンベヤ等〈３８、３９〉は、いずれも、焼却処理の対象となる産業廃棄

物等を焼却設備に投入、焼却、搬出するという一連の焼却処理に関する設備及びその付

随設備である。なお、原告は、これらの各設備がばい煙処理用機械装置に該当すると主

張する。 

 また、再燃焼室ピット〈７３〉は、本来、再燃焼室、後燃焼ストーカ、灰出コンベヤ

等〈１１、１３、３８、３９〉の基礎であるから、これらに配賦されるべきものではあ

るが、本区分に加えても計算上は変わりがないので、便宜、ここに区分する。 

ｂ ばい煙処理装置 

 燃焼ガス冷却設備〈１８、１９〉、排ガス処理設備〈２０から２９まで〉、余熱回収設
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備〈３０、３１〉、通風設備のうち誘引ファン、循環ファン及び煙道〈３３、３４、３

７〉、灰出コンベヤ等を除く灰出設備〈４０から４５まで〉、雑用空気圧縮機〈５０〉、

蒸気タービン等を除く余熱利用設備〈５２、５３〉は、いずれも、ばい煙処理用機械装

置に該当する。なお、この点については、当事者間に争いがない。 

ｃ 汚水処理装置 

 受入供給設備のうち汚水タンク、汚水ポンプ及び汚水噴霧ノズル〈３から５まで〉は、

汚水処理用機械装置に該当する（なお、原告の主張を前提としても耐用年数〔７年〕に

差異はなく、実質的には争いがない。）。 

ｄ その他の機械 

 蒸気タービン等〈５１、５４〉は、機械及び装置に該当する。なお、原告は、これら

の設備がばい煙処理用機械装置に該当すると主張する。 

(オ) 付帯設備等の配賦 

 機械関係設計費〈６６〉のうち煙突以外に配賦する部分、給排水設備〈４６から４９ま

で〉、電気計装設備〈５５、５６〉、及び付帯設備のうち予備品・消耗品を除く各設備等〈５

７、５８、６０から６５まで〉は、機械及び装置に共通して要した工事費等であるし、土

木建築工事のうちその他基礎〈７４〉は、機械基礎工事に係る費用であるから、いずれも

前記(エ)ａからｄまでの区分別の第二次配賦後の金額の割合（別紙１の「第三次配賦」欄

に区分ごとに掲記した百分率表示）に応じて配賦する。 

(カ) 以上の結果は別紙１の「第三次配賦」欄記載のとおりである。 

エ 割賦手数料及び借入金利息の配賦（第四次配賦） 

 割賦手数料及び借入金利息は、Ｂ取得のために共通して要した費用であるから、第三次配

賦後の額の割合に応じて配賦し、その結果は別紙１の「第四次配賦」欄記載のとおりである。 

 なお、端数処理の関係上、配賦割合の合計が１００．０００１％となるため、１００％を

超える部分については、最も計算上の影響が少ないと認められる「その他の機械」の項目か

ら減算し、計算上の配賦額合計と実際の配賦額合計との間に２円の差が生ずるので、最も計

算上の影響が少ないと認められる「高温焼却装置」及び「ばい煙処理装置」から各１円ずつ

減算した。 

オ 除鉄マンガン装置の配賦（第五次配賦） 

 除鉄マンガン装置は、Ｂの機械及び装置共通の補助装置であるから、第四次配賦後の機械

及び装置の額の割合に応じて配賦し、その結果は別紙１の「第五次配賦」欄記載のとおりで

ある。 

カ 以上の配賦基準に従って計算すると、各設備等の取得価額は、別紙１の「第五次配賦」欄

の「減価償却資産の取得価額（⑤－⑥）」の項のとおりとなる。 

(2) Ｂの普通償却限度額の計算 

 上記(1)で計算した各設備ごとの取得価額及び別紙７の「被告主張」、「耐用年数」欄記載の

耐用年数を前提に、本件各事業年度におけるＢの普通償却限度額を計算すると、以下のとおり

である（なお、その計算過程は、別紙９及び同１０のとおりである。）。 

ア 平成１３年８月期の普通償却限度額 ３億０１５０万３０８９円 

イ 平成１４年８月期の普通償却限度額 ２億４３４９万６６００円 

(3) Ｄの減価償却の基礎となる各設備の取得価額の計算及び普通償却限度額の計算 



28 

ア 本件リース物件の取得価額 

(ア) Ｉシステム一式に含まれるＩシステム用ノズル（予備品）は、消耗品であるところ、

その取得価額は、Ｉシステム用ノズルの価額とその他の設備の価額の割合に応じて、これ

らに共通する費用である値引額とリース契約利息の合計額を配賦して計算すると、２９９

万３８４７円となり、Ｉシステム一式の減価償却の基礎となる取得価額は７９８７万８１

５３円である（なお、その詳細は別紙３の「Ｆ（株）」の項記載のとおりである。）。 

(イ) 焼却炉設備一式は、前記（第４の３［被告の主張］(3)イ）のとおり、耐用年数が７

年の設備と１７年の設備から構成されているところ、これらの設備の取得価額は、これら

の設備の価額の割合に応じて、これら設備の取得のための共通の費用である配管設備等に

係る費用を配賦して計算すると別紙３のとおりとなる（別紙３の「本件リース物件」「Ｃ」

「合計」の項の「ばい煙処理用装置」欄及び「焼却装置」欄のとおりである。）。 

イ 自社取得部分の取得価額 

 自社取得部分に係る工事等の明細は、別紙３の「自社取得部分」の項のとおりである。 

ウ 本件リース物件及び自社取得部分の普通償却限度額 

 上記ア、イを前提に、本件リース物件及び自社取得部分の本件各事業年度の普通償却限度

額を計算すると、以下のとおりである（なお、その計算過程は、別紙１１のとおりである。）。 

(ア) 平成１３年８月期の普通償却限度額 ５１９７万９２４９円 

(イ) 平成１４年８月期の普通償却限度額 ５７５３万８４０２円 

(4) 平成１３年８月期に係る法人税額の計算 

ア 所得金額の計算 

(ア) 申告所得金額 ２７６１万１１２１円 

(イ) 普通償却限度超過額 ６８１３万８９１９円 

 原告は、平成１３年８月期の普通償却による損金経理として４億２１６２万１２５７円

を計上しているが、同期の普通償却限度額は、３億５３４８万２３３８円（前記(2)アと

上記(3)ウ(ア)の合計額）であるから、当該金額を超える６８１３万８９１９円が普通償

却限度超過額となる。 

(ウ) 特別償却準備金の取崩し額 １８９８万７９６２円 

 原告は、特別償却額を積み立てることにより、平成１０年８月期において、特別償却準

備金として５億３９４０万０２２８円を積み立てていたが、Ｂの各設備及びそれ以外の設

備の取得価額に基づいて平成１０年８月期の特別償却限度額を計算すると、特別償却限度

額は４億０６４８万４４８９円となり、原告が平成１０年８月期において損金の額に算入

した特別償却準備金５億３９４０万０２２８円との差額１億３２９１万５７３９円は、平

成１０年８月期の損金の額に算入されず、租税特別措置法（平成１０年法律第２３号によ

る改正前のもの。）５２条の３の規定により、平成１０年８月期に生じた特別償却限度超

過額（特別償却準備金積立超過額）１億３２９１万５７３９円のうち、平成１３年８月期

の月数１２を乗じて、これを８４で除した１８９８万７９６２円は、損金の額に算入され

る。 

(エ) 消耗品費の損金算入額 ２９９万３８４７円 

(オ) 雑損失の損金算入額 ４円 

(カ) 寄付金の損金算入額 ５７万６９６４円 
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(キ) 所得金額 ７３１９万１２６３円 

 原告の平成１３年８月期の所得金額は、申告所得金額（上記(ア)）に普通償却限度超過

額（上記(イ)）を加算し、特別償却準備金の取崩し額（上記(ウ)）、消耗品費の損金算入

額（上記(エ)）、雑損失の損金算入額（上記(オ)）及び寄付金の損金算入額（上記(カ)）

を減算した金額である。 

イ 納付すべき法人税額 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ２１３１万７３００円 

 原告の平成１３年８月期所得金額（上記ア(キ)）に、国税通則法（以下「通則法」とい

う。）１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた金額に、経済社会の

変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１

１年法律第８号。以下「負担軽減措置法」という。）１６条１項１号に規定する税率（す

なわち、年８００万円以下の金額に税率１００分の２２を乗じて計算した金額に、年８０

０万円を超過した金額に１００分の３０を乗じて計算した金額を加算する。）を乗じた金

額である。 

(イ) 所得税額の控除額 １５６万２１５５円 

(ウ) 差引所得に対する法人税額 １９７５万５１００円 

 所得金額に対する法人税額（上記(ア)）から、所得税額の控除額（上記(イ)）を控除し

た金額の１００円未満の端数を切り捨てたもの（通則法１１９条１項）である。 

(エ) 納付すべき法人税額 １３６７万４０００円 

 差引所得に対する法人税額（上記(ウ)）から、既に納付の確定した法人税額６０８万１

１００円を控除した金額である。 

ウ 過少申告加算税 ２０５万０５００円 

 納付すべき法人税額（上記イ(エ)）の１万円未満の端数を切り捨て（通則法１１８条３項）、

これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に、当該納付すべき法人税額（ただし、

１万円未満の端数を切り捨てたもの。）に１００分の５の割合を乗じて計算した金額を加算

した金額である。 

(5) 平成１４年８月期について 

ア 所得金額の計算 

(ア) 申告所得金額 ３億２４５８万１５９５円 

(イ) 普通償却限度超過額 ５２２１万２５８６円 

 原告は、平成１４年８月期の普通償却による損金経理として３億５３２４万７５８８円

を計上しているが、同期の普通償却限度額は、３億０１０３万５００２円（前記(2)イと

同(3)ウ(イ)の合計額）であるから、当該金額を超える５２２１万２５８６円が普通償却

限度超過額になる。 

(ウ) 特別償却準備金の取崩し額 ８７万１８８１円 

 前記（(4)ア(ウ)）のとおり、Ｂの各設備及びそれ以外の設備の取得価額に基づいて計

算した平成１０年８月期の特別償却限度額は、４億０６４８万４４８９円であり、当該金

額に平成１４年８月期の月数１２を乗じて、これを８４で除した５８０６万９２１３円は、

平成１４年８月期の益金に算入される。そうすると、原告が平成１４年８月期に益金の額

に算入した６７９９万９１３５円から、損金の額に算入した９０５万８０４１円と益金の
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額に算入されるべき５８０６万９２１３円との合計額６７１２万７２５４円を控除した

８７万１８８１円は、損金の額に算入される。 

(エ) 雑収入計上額の損金算入額 ３６８０万７１１９円 

 原告が、平成１４年８月期において、雑収入として益金の額に算入した３６８０万７１

１９円は、平成１３年８月期法人税の更正処分により、Ｂの普通償却限度超過額として、

原告の平成１３年８月期の所得の金額に加算されたものであるから、損金の額に算入され

る。 

(オ) 雑損失の損金算入額 １１０円 

(カ) 事業税の損金算入額 ４３７万５７００円 

 平成１３年８月期法人税の更正処分による所得金額の増加に伴い、同事業年度に係る未

納事業税４３７万５７００円は、損金の額に算入される。 

(キ) 寄付金の損金算入額 １２万６９７２円 

(ク) 所得金額 ３億３４６１万２３９９円 

 原告の平成１４年８月期の所得金額は、申告所得金額（上記(ア)）に普通償却限度超過

額（上記(イ)）を加算し、特別償却準備金の取崩し額（上記(ウ)）、雑収入計上額の損金

算入額（上記(エ)）、雑損失の損金算入額（上記(オ)）、事業税の損金算入額（上記(カ)）

及び寄付金の損金算入額（上記(キ)）を減算した金額である。 

イ 納付すべき法人税額 

(ア) 所得金額に対する法人税額 ９９７４万３６００円 

 原告の平成１４年８月期の所得金額（上記ア(ク)）に、通則法１１８条１項の規定によ

り１０００円未満の端数を切り捨て、負担軽減措置法１６条１項１号に規定する税率を乗

じて計算した金額である。 

(イ) 法人税額の特別控除額 ８１８万５７６１円 

(ウ) 使途秘匿金額に対する税額 ６８万００００円 

(エ) 所得税額の控除 ８８万３９５９円 

(オ) 差引所得に対する法人税額 ９１３５万３８００円 

 上記所得金額に対する法人税額（上記(ア)）に、使途秘匿金額に対する法人税額（上記

(ウ)）を加算し、法人税額の特別控除額（上記(イ)）及び所得税額の控除額（上記(エ)）

を控除した金額（ただし、通則法１１９条１項により、その１００円未満の端数を切り捨

てたもの。）である。 

(カ) 納付すべき法人税額 ３００万９３００円 

 差引所得に対する法人税額（上記(オ)）から、既に納付の確定した法人税額８８３４万

４５００円を控除した金額である。 

ウ 過少申告加算税 ３０万００００円 

 納付すべき法人税額（上記イ(カ)）の１万円未満の端数を切り捨て（通則法１１８条３項）、

これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額である。 

７ 被告が主張する消費税額等 

 以上を前提として、被告が主張する平成１４年８月課税期間及び平成１５年８月課税期間の差

引納付すべき消費税額、差引納付すべき譲渡割額及び過少申告加算税額は、以下のとおりである。 

(1) 平成１４年８月課税期間 



31 

ア 消費税額について 

(ア) 課税標準額 １０５億１７７６万００００円 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 ４億２０７１万０４００円 

(ウ) 仕入税額控除の額 ２億６７４８万３０１０円 

 本件各リース取引は、前記（第４の３［被告の主張］）のとおり、法人税法施行令１３

６条の３により、本件リース物件の売買があったものとみなされるから、平成１４年８月

課税期間の本件各リース料に係る消費税は、同期間において、消費税法３０条１項による

課税仕入れに係る消費税額として、課税標準額に対する消費税額から控除できない。した

がって、仕入税額控除の額は、平成１４年８月課税期間の更正処分による控除対象仕入税

額２億６９４６万９７３０円から、同期間の本件各リース取引に基づくリース料に係る消

費税１９８万６７２０円を控除した金額である。 

(エ) 返還等対価に係る消費税額 ８万７７５７円 

(オ) 差引消費税額 １億５３１３万９６００円 

 課税標準額に対する消費税額（上記(イ)）から、仕入税額控除の額（上記(ウ)）及び返

還等対価に係る消費税額（上記(エ)）を控除した額の１００円未満の端数を切り捨てたも

の（通則法１１９条１項）である。 

(カ) 差引納付すべき消費税額 １９８万６７００円 

 差引消費税額（上記(オ)）から、既に納付の確定した消費税額１億５１１５万２９００

円を控除した額である。 

イ 地方消費税額について 

(ア) 課税標準となる消費税額 １億５３４３万２０００円 

(イ) 納付すべき譲渡割額 ３８３５万８０００円 

 納付すべき譲渡割額は、課税標準となる消費税額（上記(ア)）に、地方税法７２条の８

３に規定する税率１００分の２５を乗じた金額である。 

(ウ) 差引納付すべき譲渡割額 ４９万６７００円 

 納付すべき譲渡割額（上記(イ)）から、既に納付の確定した譲渡割額３７８６万１３０

０円を控除した金額である。 

(2) 平成１５年８月課税期間 

ア 消費税額について 

(ア) 課税標準額 １２０億０５３６万６０００円 

(イ) 課税標準額に対する消費税額 ４億８０２１万４６４０円 

(ウ) 仕入税額控除の額 ３億６７９７万９２１６円 

 本件各リース取引は、前記（第４の３［被告の主張］）のとおり、法人税法施行令１３

６条の３により、本件リース物件の売買があったものとみなされるから、平成１５年８月

課税期間の本件各リース料に係る消費税は、同期間において、消費税法３０条１項による

課税仕入れに係る消費税額として、課税標準額に対する消費税額から控除できない。した

がって、仕入税額控除の額は、平成１５年８月課税期間の更正処分による控除対象仕入税

額３億６９９６万５９３６円から、同期間の本件各リース取引に基づくリース料に係る消

費税１９８万６７２０円を控除した金額である。 

(エ) 返還等対価に係る消費税額 ４万８７２６円 
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(オ) 差引消費税額 １億１２１８万６６００円 

 課税標準額に対する消費税額（上記(イ)）から、仕入税額控除の額（上記(ウ)）及び返

還等対価に係る消費税額（上記(エ)）を控除した額の１００円未満の端数を切り捨てたも

の（通則法１１９条１項）である。 

(カ) 差引納付すべき消費税額 １９８万６７００円 

 差引消費税額（上記(オ)）から、既に納付の確定した消費税額１億１０１９万９９００

円を控除した額である。 

イ 地方消費税額について 

(ア) 課税標準となる消費税額 １億１２１８万９７００円 

(イ) 納付すべき譲渡割額 ２８０４万７４００円 

 納付すべき譲渡割額は、課税標準となる消費税額（上記(ア)）に、地方税法７２条の８

３に規定する税率１００分の２５を乗じた金額である（ただし、地方税法２０条の４の２

第３項の規定により１００円未満の端数を切り捨てたもの。）。 

(ウ) 差引納付すべき譲渡割額 ４９万６７００円 

 納付すべき譲渡割額（上記(イ)）から、既に納付の確定した譲渡割額２７５５万０７０

０円を控除した金額である。 

ウ 過少申告加算税について ７０００円 

 差引消費税額（上記ア(オ)）と納付すべき譲渡割額（上記イ(イ)）との合計から、原告が

平成１５年１０月２８日、泉大津税務署長に対して確定申告した平成１５年８月課税期間の

消費税等の差引納付すべき消費税額１億１２１２万７１００円と差引納付すべき譲渡割額

２８０３万２５００円との合計額を控除した金額７万４４００円（ただし、１万円未満の端

数を切り捨てたもの。）に１００分の１０を乗じた金額である。 

第５ 争点に対する判断 

１ 争点(1)（訴えの利益）について 

 原告の平成１５年８月期更正処分の取消しを求める訴えについて、訴えの利益が認められるか

否かを検討する。 

 前記（第２の３）前提事実のとおり、平成１５年８月期更正処分は、原告の平成１４年８月期

に係る事業税を損金の額に算入したことにより、原告が平成１６年６月２８日付け修正申告にお

いて翌期に繰り越す欠損金額８４０８万７９１５円としていたのを、９４５６万５３６４円（平

成２０年１０月６日付けの減額再更正処分後は９５１８万６１１１円。）に改めたものである。

そうすると、平成１５年８月期更正処分は、翌期に繰り越す欠損金の額を増額させるという原告

に利益を与える処分であるから、原告は同処分の取消しを求める訴えの利益を欠くというべきで

ある。 

 この点について、原告は、平成１６年８月期の事業年度においてＧを連結親法人とする連結決

算を採用したことから、平成１５年８月期更正処分による欠損金を翌年度以降に繰り越すことが

できず（法人税法８１条の９参照）、現実に事業税を支払った事業年度の損金に算入することが

できなくなるという不利益を被ったと主張する。 

 しかしながら、翌期に繰り越す欠損金を増額する法人税の更正処分については、翌事業年度以

降の所得の金額の計算において、当該増額された欠損金を超える額の損金の算入が認められなく

なるという意味で、当該欠損金の額を確定させるという効力を有するものの、それ以上に、欠損
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金を算出する所得計算過程の個々の益金及び損金の項目及び金額を確定させ、更正処分が取り消

されない限り、それと異なる納税義務者の主張を一切排除するという効力を有するものと解する

ことはできない。原告の主張する不利益は、原告が事業税を損金算入すべきものとする事業年度

の所得計算において損金算入を行った上で、申告を行い、あるいは、課税処分の不服申立てを行

うなどの方法で解消すべきものであり、欠損金を増額する法人税の更正処分の取消しの訴えにつ

いて、訴えの利益を基礎付けるものではないというべきである。したがって、原告の上記主張は

採用できない。 

 以上より、原告の平成１５年８月期更正処分の取消しを求める訴えは不適法というべきである。 

２ 争点(2)（Ｂの耐用年数）について 

(1) 認定事実 

 前記（第２の３）前提事実、証拠（甲３、２７から２９まで、４６、乙４、証人乙）及び弁

論の全趣旨によれば、Ｂの各設備等について、以下の事実を認めることができる。 

ア Ｂの処理能力について 

 Ｂは、原告Ｈ事業所内において、破砕選別処理施設から排出された建設混合廃棄物の可燃

物や廃プラスチックを焼却処理により減容化する目的の施設であり、その焼却能力は、２４

時間当たり１５０トン（このほかに再燃焼室に噴射焼却される汚水４８トン）である。 

 Ｃは、Ｂについて、焼却能力につき乾燥状態において不燃物を含む焼却灰の熱灼減量が１

０パーセント以下であること、排ガス処理能力につきばいじん量が０．１ｇ／Ｎm3、硫黄酸

化物量がＫ値１０以下、塩化水素量が３２５ｍｇ／Ｎm3（２００ｐｐｍ）以下、窒素酸化物

量が１５０ｐｐｍ以下であることを保証している。 

イ Ｂの各設備について 

(ア) Ｂに搬入された廃棄物は、感染性廃棄物である医療器具を除いて、廃棄物ピットに投

入され、感染性廃棄物である医療器具は、廃棄物コンベヤを使用して、ロータリーキルン

に投入される。 

(イ) 廃棄物ピットは、廃棄物を一時貯留するための設備である。Ｂが２４時間稼働（連続

炉）しており、その関係で、廃棄物ピットは、廃棄物を安定供給するため、Ｂの処理能力

の約３日分の処理量を貯留できる。 

 廃棄物ピットの内壁はコンクリートの打放しであるが、壁面４面のうち南北方向に平行

する２面の壁の上端部は、工場棟上屋１階床部分に直角に接合し、東西方向に平行する２

面の壁は、廃棄物ピットの壁部分であるとともに工場棟上屋の基礎部分をなしている。廃

棄物ピットの上部空間は、工場棟上屋の天井付近に設置された廃棄物クレーン及びその走

行レールの位置までが障害物のない空間となっている。 

 廃棄物ピットは、貯留中の廃棄物が周辺地域に舞い上がったり、浸出水が流出したり、

あるいは悪臭が出たりするなどの二次公害を防止するため、廃棄物ピットを基礎とした建

物（工場棟上屋）と一体となって悪臭等が外部に漏れ出さないようにしている。 

(ウ) 廃棄物クレーンは、廃棄物ピットに貯留された廃棄物を撹拌・破砕し、投入ホッパに

供給する設備である。廃棄物クレーンによる廃棄物の撹拌・破砕は、廃棄物を均一化・安

定化させ、焼却炉における廃棄物の安定燃焼、高温燃焼、完全燃焼を可能にし、燃焼段階

における黒煙・すす、一酸化炭素、窒素酸化物等の抑制を可能にする。廃棄物クレーンに

おける上記撹拌・破砕作業は手動で行われ、投入ホッパへの供給作業は自動制御方式で行
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われており、廃棄物クレーンは、その稼働時間の約６割が撹拌・破砕作業のために用いら

れ、約４割が投入ホッパへの供給作業のために用いられている。 

(エ) 投入ホッパは、ロータリーキルンに廃棄物を投入するための設備であり、廃棄物は、

投入ホッパから給じん装置を経由してロータリーキルンに投入される。投入ホッパは、二

重ダンパ構造になっており、これと誘引ファンにより、内部をマイナス気圧にし、廃棄物

や悪臭、熱風等が外部に出ないようにするとともに、ロータリーキルンを外気から遮断し、

ロータリーキルン内での廃棄物の蒸し焼きを可能にしている。 

(オ) ロータリーキルンは、投入ホッパから供給された廃棄物を回転させて、撹拌・混合さ

せながら、再燃焼室からの輻射熱により、廃棄物を乾燥させ、プラスチックは熱分解によ

り気化させて燃焼ガスを取り出して再燃焼室に供給するとともに、表面燃焼しやすい状態

に加熱、乾燥させた未燃・未分解固形物等を後燃焼ストーカに定量かつ連続的に供給して

いる。その際、バグフィルター通過後の酸素が少ない燃焼ガスを循環ファンを利用してロ

ータリーキルン内に取り込むことによって、燃焼を抑制している。 

 ロータリーキルンの設置目的は、廃棄物を低温・低酸素下で抑制燃焼（蒸焼）させるこ

とによって、再燃焼室における揮発性ガスの安定的な完全燃焼を可能にし、黒煙・すす、

一酸化炭素及びダイオキシン類等の発生を抑制することにある。 

(カ) 後燃焼ストーカは、ロータリーキルンで燃焼させた後の未燃・未分解固形物等の残渣

を完全燃焼させるための設備であり、再燃焼室の下部を構成し、底部の火格子下から押込

ファンで空気を送り込み、火格子の往復運動により、廃棄物を撹拌させ、ロータリーキル

ンで気化しない固形部分を完全燃焼させている。後燃焼ストーカでの燃焼残渣は、可動式

の火格子によって移動され、後燃焼ストーカ下の再燃焼室ピット内に設置された灰出コン

ベヤ等によってＢ外へ搬出される。 

 後燃焼ストーカ上の高温燃焼は、黒煙・すす、一酸化炭素及びダイオキシン類等の発生

を抑制し、上部の再燃焼室における完全燃焼、高温燃焼を促進し、後燃焼ストーカ上で発

生した高温ガスは、上部の再燃焼室に移動し、更に高温に加熱される。 

(キ) 再燃焼室は、ロータリーキルン及び後燃焼ストーカで発生したガス等を燃焼させる部

分である。再燃焼室内には、押込ファンによる加圧した大量の空気が底部及び壁面から送

り込まれ、ロータリーキルンから供給される燃焼ガスと空気が撹拌し、８５０℃以上の高

温で完全燃焼を可能にし、完全燃焼した高温のガスを２秒以上炉内に滞留させており、さ

らに、助燃バーナを設置して、高温での完全燃焼を維持している。 

 これらの燃焼及び滞留により、燃焼時に合成されたダイオキシン類を分解し、黒煙・す

す及び一酸化炭素を酸素と結合させて二酸化炭素に転換し、燃焼に伴い発生した窒素酸化

物とロータリーキルンで発生したアンモニアとの気相反応により窒素ガスと水に還元し

ている。 

 再燃焼室には、汚水噴霧ノズルを設置することにより、汚水を焼却処理するだけでなく、

再燃焼室内の温度を制御し、窒素酸化物の発生を抑制することを可能にしている。 

(ク) 再燃焼室を出た燃焼ガスは、廃熱ボイラ、ガス冷却用熱交換機、反応蒸発塔において、

順次冷却され、バグフィルターでの処理を経た後、煙突から大気中へ放出される。 

(2) 減価償却資産の単位とその分類について 

ア 原告は、Ｂが相互に連動して一連の処理を行うべく設計され、一体として設置されたもの
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であり、各部分が不可分一体のものとなっていることから、Ｂは、一つの減価償却資産（機

械及び装置）として評価されるべきであると主張する。そこで、減価償却資産の単位につい

て検討する。 

 法人税法２条２３号は、減価償却資産とは、建物、構築物、機械及び装置、船舶、車両及

び運搬具、工具、器具及び備品、鉱業権その他の資産で償却をすべきものとして政令で定め

るものをいうとし、これを受けた同法施行令１３条は、減価償却資産として、建物及びその

附属設備（１号）、構築物（２号）、機械及び装置（３号）、船舶（４号）、航空機（５号）、

車両及び運搬具（６号）、工具、器具及び備品（７号）、無形固定資産（８号）、生物（９号）

を列挙し、建物、構築物、機械及び装置等を明確に区別している。そして、同法施行令５６

条は、減価償却資産の耐用年数等は財務省令で定めるとし、これを受けた省令１条は、減価

償却資産の耐用年数について、同法施行令１３条の上記各資産の区別を前提とした上で、そ

の構造又は用途、細目に応じた耐用年数をそれぞれ定め（別表第一から第四まで）、省令２

条は、上記資産のうち特殊な減価償却資産の耐用年数として、構築物、機械及び装置等につ

いて、各細目ごとに耐用年数をそれぞれ定めている（別表第五から第八まで）。 

 このように法人税法、同法施行令及び省令が各減価償却資産ごとにその構造又は用途等に

応じて耐用年数を定めていることに加えて、減価償却資産の耐用年数が、通常考えられる維

持補修を加える場合において、その資産の本来の用途、方法により、その効用の持続する年

数として定められたものであること（乙１１）を併せ考えれば、ある資産が減価償却資産と

しての「建物」、「構築物」又は「機械及び装置」等のうちのいずれに該当するかは、当該資

産が社会通念上一つの効用を有すると認められる単位ごとに判断するのが相当というべき

である。 

 このような観点からＢ全体及びその各設備を検討するに、前記前提事実（第２の３(2)エ）

及び前記認定事実（第５の２(1)イ）のとおり、Ｂの受入供給設備である廃棄物ピット、廃

棄物クレーン及び廃棄物コンベヤ、焼却設備である投入ホッパ、給じん装置、ロータリーキ

ルン、後燃焼ストーカ、油圧ユニット、再燃焼室、助燃バーナ、補助燃料タンク、補助燃料

供給ポンプ及び羽口金物冷却ファン、通風設備である押込ファン及び風道、灰出設備である

灰出コンベヤ及び焼却灰移送コンベヤ、並びに余熱利用設備である蒸気タービン等は、それ

ぞれ上記前提事実及び認定事実に摘示のとおりの独立の機能・効用を有すると認めることが

でき、これらの各設備をそれぞれ一つの減価償却資産ととらえた上で、個別に償却期間を定

めて減価償却するのが相当というべきである。また、仮に、原告主張のとおり、Ｂを一つの

減価償却資産ととらえたとしても、同施設の目的は、破砕選別処理施設から排出された建設

混合廃棄物の可燃物や廃プラスチック等の産業廃棄物を焼却処理により減容化することに

あり（前記認定事実（第５の２(1)ア））、ばい煙を発生させる焼却処理施設と評価すること

になるから、Ｂ全体をもってばい煙処理の用に供する施設ということはできず、同様に汚水

処理用減価償却資産ともいえない。したがって、いずれにしても原告の上記主張は採用でき

ない。 

イ 本件において、Ｂの各設備のうち法人税法施行令１３条各号のいずれの区分に該当するか

について争いがあるのは、廃棄物ピットであり、その他の部分が同条３号の「機械及び装置」

に当たることは争いがない（ただし、ばい煙処理用機械装置に該当するか否かという点で争

いがある。）。そこで、廃棄物ピットが「建物」と「機械及び装置」のいずれに該当するのか
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検討する。 

(ア) 前記前提事実（第２の３(2)エ(ア)ａ）及び前記認定事実（第５の２(1)イ(イ)）によ

れば、廃棄物ピットは、①工場棟上屋の地下部分に設けられた鉄筋コンクリート造の工作

物であり、外部から搬入された廃棄物を貯留する設備であり、廃棄物ピットそれ自体では

廃棄物に対して何らかの作用を加えるものではないこと、②廃棄物ピットの上部空間は、

屋根まで吹き抜けとなっており、廃棄物クレーン及び投入ホッパと合わせ、４階建て相当

の工場棟上屋に覆われていること、③廃棄物ピットの壁面４面のうち南北方向に平行する

２面の壁の上端部は、工場棟１階床部分に直角に接合し、東西方向に平行する２面の壁面

は廃棄物ピットの壁であるとともに工場棟上屋の基礎部分をなしていること、④廃棄物ピ

ットの上部空間は、工場棟上屋の天井付近まで空間になっており、工場棟上屋とともに、

廃棄物を外界から遮断する機能を有していることが認められる。 

 これらの事実に加えて、仕様書（甲２８）において、廃棄物ピットが土木建築の項目に

記載されており、Ｃ作成の各見積書（甲４、５、乙５）においても廃棄物ピットが工場棟

上屋の基礎工事の価額に含めて計上されていることを併せて考えれば、廃棄物ピットは、

それ自体で単一の資産と評価するのではなく、工場棟上屋と一体をなす建物の基礎として

評価するのが相当である（なお、工場棟上屋を「建物」と評価すべきことは、当事者間に

争いがない。）。 

 そうすると、工場棟上屋が「その他の建物」として、３１年の耐用年数が適用されるの

であるから、工場棟上屋の基礎である廃棄物ピットについても同じ耐用年数を適用すべき

である。 

(イ) この点について、原告は、①廃棄物ピットは、廃棄物クレーンによる廃棄物の破砕・

撹拌・混合の作業を可能にし、「機械及び装置」に該当する、②廃棄物ピットの側壁が工

場棟上屋の基礎として利用されていないと主張する。 

 しかしながら、上記①について、「機械及び装置」とは、剛性のある物体から構成され、

一定の相対運動をする機能を有し、それ自体が仕事をするものと解されるところ、廃棄物

ピットは、廃棄物を貯留するにとどまり、それ自体何らかの相対運動をする機能を有する

ものとは認められない。なお、確かに、廃棄物ピット内では廃棄物クレーンによる廃棄物

の破砕・撹拌・混合が行われるが、この作業は、あくまでも廃棄物クレーンによるもので

あり、これをもって廃棄物ピットが廃棄物に対して何らかの相対運動ないし仕事をしてい

ると評価することはできない。したがって、原告の上記①の主張は採用できない。 

 また、上記②について、かかる原告の主張を前提にすれば、廃棄物ピットは、その構造

上、鉄筋コンクリートを主要部材質とする地下約１０ｍまで掘り下げられた容積約１５０

０m3の空間であるから、「土地に定着する土木設備又は工作物」である「構築物」（法人税

法施行令１３条２号）に該当するといわざるを得ず、その耐用年数は、種類「構築物」の、

構造又は用途「鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コンクリート造のもの（前掲のものを除

く。）」の、細目「その他のもの」として、６０年となり（別表第一参照）、被告が主張す

る耐用年数３１年より長くなり、原告の上記②の主張はそれ自体失当といわざるを得ない。

この点をおくとしても、原告が工場棟上屋の基礎に当たると主張する部分は、幅約７０㎝、

奥行７０㎝、高さ１０６㎝のコンクリート片にすぎず、これのみを工場棟上屋の基礎とみ

ることはできない。かえって、証拠（甲２８、４９、乙１８）によれば、本件契約書の仕
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様書によっても廃棄物ピットの側壁は工場棟の上屋の壁と同一線上にあり、原告が主張す

る上記コンクリート片も廃棄物ピットの側壁の上に設置されていることが認められるの

であるから、原告の上記②の主張をもって、廃棄物ピットが工場棟上屋の基礎であるとの

前記認定を覆すには足りないというべきである。したがって、原告の上記②の主張は採用

できない。 

(3) 機械及び装置に該当する資産の耐用年数について 

ア ばい煙処理用減価償却資産の意義 

 前記（第２の２）法令等の定めのとおり、省令１条は、一般の減価償却資産の耐用年数に

ついて、機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数を別表第一に、機械及び装置の耐

用年数を別表第二に定めるところによると規定し、省令２条は、特殊の減価償却資産の耐用

年数について、上記規定にかかわらず、汚水処理の用に供されている減価償却資産で別表第

五に掲げるものは同表に、ばい煙処理の用に供されている減価償却資産で別表第六に掲げる

ものは同表に定めるところによると規定しており、これらの規定に照らせば、省令は、ばい

煙処理用減価償却資産に係る償却期間の規定を一般的な減価償却の方法の例外として位置

付けているものと解することができる。 

 また、昭和３８年の税制改正において省令２条が規定された趣旨は、当時、産業の発展と

人口の集中により、ばい煙、有毒ガス等による大気汚染が激しくなり、大気汚染を積極的に

防止するための設備については、特に短い耐用年数により償却を認め、企業が設備の更新を

し易くし、新しいばい煙処理技術の導入を促進するとともに、そのような企業の社会的努力

に応えようという配慮から定められた点にあることからすれば（乙３）、省令２条は公害防

止という政策的な観点から定められた規定というべきである。 

 このような省令の規定及び省令２条が公害防止という政策的な観点から定められたもの

であることに照らせば、「ばい煙処理・・の用に供されている減価償却資産」（省令２条２号）

とは、工場等内で生じたばい煙等を公害の生ずるおそれのない状態で排出するため、特にば

い煙を処理する目的で設置された減価償却資産をいうと解するのが相当である。具体的には、

ばい煙処理の用に直接供されている設備のほか、ばい煙を当該設備に送る配管や、排ガスの

冷却器、通風機、ダスト搬送機、同貯留器等が含まれると解すべきである（耐用年数通達２

－２２－１、２－２２－３参照）。 

イ 以上を前提に、Ｂの機械及び装置のうちばい煙処理用機械装置に該当するか否か争いがあ

るもの（別紙７参照）について検討する。 

(ア) 廃棄物クレーン、廃棄物コンベヤ、投入ホッパ、給じん装置について 

ａ 前記前提事実（第２の３(2)エ）及び前記認定事実（第５の２(1)イ）によれば、①廃

棄物クレーンは、廃棄物ピットに貯留された廃棄物を破砕及び撹拌し、廃棄物を均一

化・安定化させ、投入ホッパに廃棄物を供給する機械及び装置であること、②投入ホッ

パ及び給じん装置は、ロータリーキルンに廃棄物を供給するための機械及び装置である

こと、③廃棄物コンベヤは、感染性廃棄物をロータリーキルンへ供給するための機械及

び装置であること、④これらの工程によって、燃焼段階における廃棄物の安定燃焼、完

全燃焼を可能にし、黒煙・すす、一酸化炭素、窒素酸化物等の発生が抑制されることが

認められる。 

 これらの事実に照らせば、廃棄物クレーン、廃棄物コンベヤ、投入ホッパ及び給じん
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装置は、いずれも廃棄物を安定燃焼させることを主たる目的とした機械及び装置という

べきであり、特にばい煙を処理する目的で設置された減価償却資産ということはできず、

実際にもばい煙処理の用に供されていると認めることはできない。 

 そうすると、これらの設備は、機械及び装置であり、省令２条２号のばい煙処理用機

械装置とはいえず、省令１条２項２号の別表第二を適用し、その主要部材質は金属であ

るから、別表第二の番号３６９の細目「主として金属製のもの」として１７年の耐用年

数とすべきである。 

ｂ この点について、原告は、廃棄物クレーン、投入ホッパ及び給じん装置が燃焼段階に

おける黒煙・すす、一酸化炭素、窒素酸化物等の有害物質の発生を抑制することから、

これらがばい煙処理用機械装置に該当すると主張する。しかしながら、廃棄物クレーン、

投入ホッパ及び給じん装置の主たる機能は、廃棄物の運搬及び供給にあり、その目的も

廃棄物を安定燃焼させることにあることは前記のとおりであるから、廃棄物クレーン、

投入ホッパ及び給じん装置の設置がばい煙の発生を抑制するという観点から有用だと

しても、これをもって、これらの設備がばい煙処理用機械装置に該当するとはいえず、

原告の上記主張は採用できない。 

(イ) ロータリーキルン、後燃焼ストーカ、油圧ユニット、再燃焼室、助燃バーナ、補助燃

料タンク、補助燃料供給ポンプ、及び羽口金属冷却ファンについて 

ａ 前記前提事実（第２の３(2)エ）及び前記認定事実（第５の２(1)イ）によれば、①ロ

ータリーキルンは、投入ホッパから供給された廃棄物を回転させて、撹拌・混合させな

がら、再燃焼室からの輻射熱により、廃棄物を乾燥あるいは熱分解してガス化させて燃

焼させる装置であること、②後燃焼ストーカは、ロータリーキルンにおいて燃焼させた

廃棄物の未燃・未分解固形物等の残渣を完全燃焼させる設備であり、油圧ユニットは、

容器廃棄物供給用プッシャーを作動させて後燃焼ストーカとともに燃焼機能を果たす

設備であること、③再燃焼室は、ロータリーキルン及び後燃焼ストーカで発生したガス

等を高温で完全燃焼させる設備であること、④助燃バーナは、再燃焼室の温度維持を行

うものであり、補助燃料タンクは、助燃バーナ用の補助燃料を貯留するものであり、補

助燃料供給ポンプは、助燃バーナに補助燃料タンクから燃料を供給するポンプであり、

羽口金属冷却ファンは、ロータリーキルンの羽口部を冷却する設備であること、⑤これ

らの工程によって、燃焼段階の黒煙・すす、一酸化炭素及びダイオキシン類等の発生を

抑制し、また、その過程において、ダイオキシン類の分解、黒煙・すす及び一酸化炭素

の二酸化炭素への転換、燃焼に伴い発生した窒素酸化物とアンモニアの気相反応による

窒素ガスと水への還元等の化学反応等が行われていることが認められる。 

 これらの事実に照らせば、上記各設備の主たる目的は、廃棄物を焼却して減容させ、

完全燃焼させることにあり、これらはＢの基本的、中核的な焼却設備というべきである。

そうだとすれば、上記ロータリーキルンから再燃焼室までの工程において、ばい煙の発

生が抑制され、化学反応等によりばい煙等の有害物質を排除する処理が行われ、それが

公害防止のために有用であることを考慮したとしても、上記各設備の主たる目的、機能

はあくまで廃棄物の完全燃焼にある以上、上記各設備が特にばい煙を処理する目的で設

置された減価償却資産とはいえない。 

 そうすると、上記各設備は、機械及び装置であり、省令２条２号のばい煙処理用機械
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装置とはいえず、省令１条２項２号の別表第二を適用し、その主要部材質は金属である

から、別表第二の番号３６９の細目「主として金属製のもの」として１７年の耐用年数

とすべきである。 

ｂ この点について、原告は、ロータリーキルン及び後燃焼ストーカにより、廃棄物の安

定燃焼が可能になり、これにより黒煙・すす、一酸化炭素、窒素酸化物等の排出が抑制

されることから、これらの設備がばい煙処理用機械装置に該当すると主張する。しかし

ながら、これらの設備によって、黒煙・すす、一酸化炭素、窒素酸化物等の排出が抑制

されたとしても、これらの設備の主たる目的、機能が廃棄物の完全燃焼にあることは前

記のとおりであるから、これらの設備が特にばい煙を処理する目的で設置された減価償

却資産とはいえず、原告の上記主張は採用できない。 

 また、原告は、Ｂの再燃焼室の内部を焼却炉本体と燃焼ガス滞留室に分けた上で、焼

却炉本体においては、一酸化炭素等を燃焼させ、二酸化炭素に転換しており、燃焼ガス

滞留室においては、燃焼ガス中の黒煙・すす、一酸化炭素等を気相反応により二酸化炭

素に転換し、窒素酸化物をアンモニアと反応させて窒素ガスと水に中和、還元し、ダイ

オキシン類等を熱分解していることをもって、再燃焼室においてばい煙の処理が行われ

ており、ばい煙処理用機械装置に該当すると主張する。しかしながら、Ｂの契約仕様書

（甲２８）にも原告の主張を裏付ける記載はない上、原告の主張によっても燃焼ガス滞

留室の位置関係が特定しているとはいえず（甲４６、４８参照）、再燃焼室が一般的に

は１個の設備と理解されていること（乙３０）にも照らせば、再燃焼室をその構造上、

更に区分することができるかは疑問といわざるを得ない。そして、仮に、原告主張のよ

うに再燃焼室を焼却炉本体と燃焼ガス滞留室とに分けることができたとしても、原告は

再燃焼室を１個の減価償却資産と主張するところ、再燃焼室の主たる目的、機能が廃棄

物の完全燃焼にあることは前記のとおりであるから、結局、再燃焼室全体をみれば、再

燃焼室は燃焼のための設備といわざるを得ず、燃焼ガス滞留室なる部分において、上記

化学反応等が行われ、これが省令２条２号の「その他これらに類する方法による処理」

に該当し得るとしても、これをもって、Ｂの再燃焼室を特にばい煙を処理する目的で設

置された減価償却資産ということはできないというべきである。したがって、原告の上

記主張は採用できない。 

(ウ) 押込ファン及び風道について 

 前記前提事実（第２の３(2)エ）及び前記認定事実（第５の２(1)イ）によれば、押込フ

ァンは、後燃焼ストーカ及び再燃焼室へ空気を供給する設備であり、風道は、押込ファン

で空気を送り込むためのダクトであり、いずれも後燃焼ストーカ及び再燃焼室の附属設備

であることが認められる。そうだとすれば、これらの設備は、後燃焼ストーカ及び再燃焼

室と同様に焼却設備というべきであり、ばい煙処理用機械装置には該当しないというべき

である。そして、押込ファン及び風道の主要部材質は金属であるから、別表第二の番号３

６９の細目「主として金属製のもの」として１７年の耐用年数とすべきである。 

(エ) 灰出コンベヤ等について 

 前記前提事実（第２の３(2)エ）によれば、灰出コンベヤ等は、後燃焼ストーカ等から

排出された焼却灰を移動させ、外部に搬送させる設備であることが認められ、これによれ

ば、特にばい煙を処理する目的で設置された減価償却資産と認めることはできず、ばい煙
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処理用機械装置に該当しないというべきである。そして、灰出コンベヤ等の主要部材質は、

金属であるから、別表第二の番号３６９の細目「主として金属製のもの」として１７年の

耐用年数とすべきである。 

(オ) 蒸気タービン等について 

 前記前提事実（第２の３(2)エ）によれば、蒸気タービンは、廃熱ボイラで生成された

水蒸気によって、タービンを回転させ、それによって発電する設備であり、ドレンタンク

は、蒸気タービン内で液体になった水を貯蔵するための設備であり、ドレンポンプはドレ

ンタンク内の水を復水タンクに送るための設備であり、蒸気タービン等は、排ガスの低温

化に伴って生じる余熱を有効に利用するための設備であることが認められる。そうだとす

れば、蒸気タービン等は、ばい煙処理とは無関係の設備というべきである。そして、蒸気

タービン等の主要部材質は、金属であるから、別表第二の番号３６９の細目「主として金

属製のもの」として１７年の耐用年数とすべきである。 

３ 争点(3)（本件各リース取引の法人税法施行令１３６条の３該当性）について 

(1) 認定事実 

 前記前提事実（第２の３）、証拠（甲３８から４２まで、４６、乙１、２、７、８、証人乙）

及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実を認めることができる。 

ア 本件各リース取引について 

(ア) 原告は、Ｅとの間で平成１２年４月２０日、焼却炉設備一式及びＩシステム一式をリ

ース物件とし、リース料の総額（消費税等抜き）を２億９８００万８０００円とする本件

各リース取引を締結した。原告とＥは、上記取引時において、原告が本件各リース取引の

各リース期間が満了するまで、同取引を解除することができない旨、原告がリース物件の

保守・管理のために必要な修理・修復等の一切の行為を負担する旨等の合意をし、実際上

も本件各リース物件の保守・修理等は原告において行われている。 

 Ｅは、本件各リース取引に係るリース物件を取得するために、物件の取得価額（消費税

等抜き）２億４８７０万００００円、固定資産税１３４７万５０００円、動産総合保険料

２８８万７０００円の合計２億６５０６万２０００円を支出した。 

(イ) 本件リース取引１に係る改修工事は、Ｃの施工によって行われたものであり、契約仕

様書（甲３９）において以下のとおり定められている。 

ａ 工事名称 

 Ｄ向 焼却設備改善工事 

ｂ 改善目的 

(a) 排ガスＣＯ及び炉温度対策 

 廃棄物投入時の負荷変動等により、結果として火炉が過負荷になり、不完全燃焼を

起こし一酸化炭素が、高濃度で排出されることから、これを改善するために炉頂部に

設置されているガス冷却室を別置きにするとともに、炉本体の改修を行い、また、非

定常時等に、ガス温度が低下する場合があることから、これを解消するためにバーナ

を設置し常時８００℃以上に保持するとともに、酸素不足による不完全燃焼を防止す

るために２次空気を適正量供給する。 

(b) ダイオキシン対策 

 ダイオキシン対策としては、上記(a)と排ガス処理（バグフィルター）とが柱とな
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り、双方について適正化を図る必要がある。本件改修工事は、火炉側における過負荷

時の不完全燃焼対策に限られているので、炉内での生成の抑制の点では改善が期待さ

れるが、煙突出口での濃度として１ｎｇ／Ｎm3以下を担保するには、排ガス処理側で

の適正化（温度、活性炭投入など）を考慮する必要があり、これらを考慮すれば１ｎ

ｇ／Ｎm3以下を維持することが期待できる。 

(ウ) 本件リース取引２に係る改修工事は、Ｆの施工の下に行われ、ＤにＩシステムが設置

された。 

イ Ｄの各設備について 

(ア) Ｄは、産業廃棄物（木くず、紙くず、廃プラ等の建築廃材）を焼却処理により、減容

化する目的の施設であり、その焼却能力は、２４時間当たり５０トン（このほかに廃液が

１時間当たり１．１m3処理される）である。 

 Ｄは、平成５年から稼働していたが、廃棄物の不完全燃焼を主たる原因として、一酸化

炭素、ダイオキシン類、硫黄酸化物、窒素酸化物、黒煙・すす等の有害物質が発生してお

り、このような状況を改善するために、炉内の不完全燃焼に対する対策を主たる目的とし

てＤの本件改修工事が行われた。 

(イ) Ｄの各設備について 

ａ ごみピット 

 ごみピットは、本件改修工事前から設置されており、外部から搬入された廃棄物を貯

蔵する設備であり、横幅６．２ｍ、奥行１１．２ｍ、深さ８．０ｍ、容量３２０m3であ

り、約１５０トンの廃棄物を投入することが可能である。 

 ごみピット内部では、クレーンによる解砕撹拌混合作業が行われており、これにより、

ストーカにおける安定的な完全燃焼が可能となり、黒煙・すす等の有害物質の排出を抑

制することができる。 

ｂ ごみクレーン 

 ごみクレーンは、本件改修工事前から設置されており、クラブバスケット付天井走行

方式が採用されたもので、ごみピット内の廃棄物を撹拌、破砕し、投入ホッパに供給す

る設備であり、１回の作動により、最大２．２トンの廃棄物を吊り上げることができる。 

 ごみピット内の廃棄物は、ごみクレーンによって、撹拌、解砕、混合され、均一化・

安定化し、物質によっては、発酵・分解が促進される。このような前処理を行った廃棄

物が焼却炉に供給されることにより、炉内での安定燃焼、高温燃焼、完全燃焼が可能と

なり、燃焼段階における黒煙・すす等の有害物質の発生を抑制する。 

ｃ 投入ホッパ及び給じん装置 

 投入ホッパ及び給じん装置は、本件改修工事前から設置されており、ストーカに廃棄

物を投入するための設備である。 

 投入ホッパ及び給じん装置は、廃棄物の定量供給及び炉内部を外気から遮断すること

を目的として設置されており、これにより、焼却炉内での安定燃焼、高温燃焼、完全燃

焼が可能となり、燃焼段階における黒煙・すす等の有害物質の発生を抑制する。 

ｄ ストーカ（焼却炉） 

 ストーカは、本件改修工事前から設置されており、投入ホッパから供給された廃棄物

を燃焼させるための設備である。 
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 ストーカにおいては、その下部から供給される大量の空気とストーカによる廃棄物の

撹拌によって、廃棄物の蒸発燃焼、分解燃焼、表面燃焼が可能になり、さらに、これに

よって、ストーカ上での安定燃焼、完全燃焼が可能になり、燃焼段階における黒煙・す

す等の有害物質の発生を抑制する。 

ｅ 再燃焼室 

 再燃焼室は、本件改修工事によって、ストーカの上部に設置されていたガス冷却室を

撤去して設置された施設であり、Ｃ作成の契約仕様書には、燃焼設備の項目に記載され

ている。再燃焼室内部では、ストーカから上昇してくる燃焼ガスを約４秒間滞留させ、

その間、再燃バーナによって燃焼ガス及び空気の温度を８００℃以上に維持し、ＯＦＡ

ノズル（二次燃焼ノズル）からの加圧空気で燃焼ガスと空気を高温で撹拌混合させてい

る。 

 再燃焼室においては、燃焼ガスと空気の高温での撹拌によって、黒煙・すす及び一酸

化炭素が二酸化炭素に転換され、ストーカで発生した窒素酸化物とアンモニア噴霧ノズ

ルから噴霧されるアンモニア水の気相反応により、窒素ガスと水が生成され、熱分解に

よりダイオキシン類の結合が破壊され、これらの反応により、煙突からの排出ガスの数

値がそれぞれ低減している。 

ｆ Ｉシステム 

 Ｉシステムは、本件改修工事により、設置されたものであり、再燃焼室の外周に空気

噴射用の噴射口が形成された円筒状のノズルを配設し、同ノズルを回転させながら同噴

射口から高圧空気を超高速で噴射することで、再燃焼室内に乱流による火炎伝播を生じ

させる燃焼用空気供給装置であり、炉内での完全燃焼を目的として設置されたものであ

る。 

 Ｉシステムの機能は、再燃焼室内の空気の撹拌、高圧空気により発生する旋回流で、

燃焼ガスの滞留時間を増大させ、完全燃焼を図ることにあり、これにより黒煙・すす及

び一酸化炭素は二酸化炭素に転換され、ダイオキシン類はその結合が破壊される。 

ｇ 燃焼ガス冷却設備 

 燃焼ガス冷却設備は、本件改修工事により、設置されたものであり、ガス冷却塔とそ

の附属設備からなり、附属設備のうち噴射水加圧ポンプや噴射水槽については、既設の

ものが利用されている。 

 燃焼ガス冷却設備は、再燃焼室から排出された約８００℃から１０００℃の燃焼ガス

に微粒化した冷却水を噴霧することによって、その温度を約２４０℃まで低温化する。 

 ガス冷却設備を出た燃焼ガスは、減温塔において、１８０℃まで低温化され、反応集

じん装置において、有害物質が捕集され、煙突から排出される。 

ｈ 通風設備 

 風道は、本件改修工事により、設置されたものであり、再燃焼室における燃焼ガスと

排ガスとの撹拌を促進するための二次空気を供給するために既設風道と再燃焼室の間

を新たに接続するために設置されたものである。 

 煙道は、本件改修工事により、設置されたものであり、再燃焼室とガス冷却室、ガス

冷却室と減温塔との間を新たに接続するために設置されたものであり、燃焼ガスを冷却

するために敷設されたものである。 
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(ウ) 本件改修工事によって、Ｄから排出される有害物質は以下のとおり、減少した。 

［対象物質］     ［改善前］       ［改善後］ 

 ばいじん   ０．０１４ｇ／m3Ｎ   ０．００５ｇ／m3Ｎ 

 硫黄酸化物     １４ｐｐｍ        ５ｐｐｍ 

 窒素酸化物     ６１ｐｐｍ       １１ｐｐｍ 

 塩化水素      １６ｍｇ／m3Ｎ     １０ｍｇ／m3Ｎ以下 

 一酸化炭素    １５９ｐｐｍ        ５ｐｐｍ 

(2) 法人税法施行令１３６条の３のリース取引に該当するか否かについて 

ア 前記（第２の２）法令等の定めのとおり、法人税法施行令１３６条の３第１項３号、同３

項は、内国法人がしたリース取引のうち、①資産の賃貸借で当該賃貸借に係る契約が、賃貸

借期間の中途において解除することができないものであり（同条３項１号）、②当該賃貸借

に係る賃借人が当該賃貸借に係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的に享受する

ことができ、かつ、当該資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこととされて

おり（同条３項２号）、③リース資産の種類、用途、設置の状況等に照らし、リース資産が

その使用可能期間中当該賃借人によってのみ使用されると見込まれるものである（同条１項

３号）場合には、当該リース資産の賃貸人から賃借人への引渡しの時に当該リース資産の売

買があったものとして、所得の金額を計算するものと定めている。 

 そこで、本件各リース取引が法人税法施行令１３６条の３のリース取引に該当するか検討

する。 

イ 前記①について 

 前記認定事実（第５の３(1)ア(ア)）のとおり、原告とＥは、本件各リース取引について、

契約締結の日からリース期間が満了するまで本件各リース取引を解除することができない

旨の合意をしており、資産の賃貸借で当該賃貸借に係る契約が、賃貸借期間の中途において

その解除をすることができないものといえ、本件各リース取引は前記①を満たすといえる。 

ウ 前記②について 

(ア) まず、本件各リース取引において、賃借人がリース資産からもたらされる経済的な利

益を実質的に享受することができるか否かを検討するに、前記認定事実（第５の３(1)）

のとおり、本件リース物件である焼却設備（再燃焼室）、燃焼ガス冷却設備、風道・煙道

及びＩシステムは、既設のＤに対して施工された改修工事であり、原告はこれらを利用し

てＤにおいて産業廃棄物の処理を行っていることからすれば、本件各リース取引は、「賃

借人が当該賃貸借に係る資産からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することが

でき」るものということができる。 

(イ) 次に、本件各リース取引において、リース資産の使用に伴って生ずる費用を賃借人が

実質的に負担すべきこととされているか否かを検討する。 

 法人税法施行令１３６条の３第３項２号にいう「賃借人が当該資産の使用に伴って生ず

る費用を実質的に負担すべきこと」について、その賃貸借期間中に賃借人が支払うリース

料の額の合計額が、賃貸人における賃貸借資産の取得価額及びその取引に係る付随費用

（賃貸借資産の取得に要する資金の利子、固定資産税、保険料等その取引に関連して賃貸

人が支出する費用をいう。）の額の合計額のおおむね全部（原則として１００分の９０以

上）とされていることをいうとする法人税基本通達１２の２－１－２の基準に特段不合理
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なところはなく、当該基準に従って上記要件該当性を判断するのが相当である。 

 本件において、前記認定事実（第５の３(1)ア(ア)）によれば、本件リース物件のリー

ス料の合計額は２億９８００万８０００円であること、本件リース物件の価額、固定資産

税額及び動産総合保険料の合計額が２億６５０５万２０００円であることが認められる。

そうすると、賃貸借期間中に原告が支払うリース料の合計額は、Ｅにおける賃貸借資産の

取得価額及びその取引に係る付随費用の額を超えているといえ、本件各リース取引は、

「賃借人が当該資産の使用に伴って生ずる費用を実質的に負担すべきこと」とされている

場合に当たるというべきである。 

(ウ) したがって、本件各リース取引は、前記②の要件も満たすといえる。 

エ 前記③について 

(ア) 前記認定事実（第５の３(1)）及び証拠（甲３９、４２、乙８から１０まで）によれ

ば、再燃焼室は既設のストーカの上部に設置され、風道は既設の風道から再燃焼室まで設

置され、煙道は本件改修工事により設置された再燃焼室からガス冷却塔まで及びガス冷却

塔から既設の減温塔まで設置されたこと、Ｉシステムは、再燃焼室の炉本体にＩノズルを

固着する形で設置されていること、本件改修工事のうちＣ施工に係る部分の契約仕様書

（甲３９）には「Ｄ向焼却設備改善工事」とされていることが認められる。これらの事実

に照らせば、本件リース物件は、Ｄに固着した機械装置であり、既設の設備の仕様に合わ

せて設置されたものであり、Ｄの他の既設設備とともに廃棄物の焼却処理等をする用途で

設置され、一連の廃棄物処理の作業工程の一部分を担っているということができる。この

ような本件リース物件の仕様、設置状況及びその用途に照らせば、本件リース物件は、「リ

ース資産がその使用可能期間中当該賃借人によってのみ使用されると見込まれるもの」に

該当するというべきである。 

 したがって、本件リース物件は、前記③の要件も満たすといえる。 

(イ) この点について、原告は、本件リース物件の仕様は、既存の技術を利用したものであ

り、同業他社等において一般的に用いられており、一般的な販売商品であることから、本

件リース物件は、前記③の要件を満たさないと主張する。 

 しかしながら、本件リース物件が、既設のＤの仕様に合わせて固着した形で設置され、

Ｄの一連の廃棄物処理の作業工程の一部分を担っているため、他の産業廃棄物処理施設に

おいて利用されるとはにわかに考え難いことからすれば、本件リース物件が一般的な技術

を利用した販売商品であったとしても、前記認定を左右しないというべきであり、原告の

上記主張は採用できない。 

(ウ) また、原告は、法人税基本通達１２の２－２－５が「機械装置等を対象とするリース

取引が、当該リース取引に係るリース資産の耐用年数の１００分の８０に相当する年数

（１年未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てる。）以上の年数をリース期間と

するものである場合は、当該リース取引は令１３６条の３第１項３号に規定する「その使

用可能期間中当該賃借人によってのみ使用されると見込まれるもの」には該当しないもの

として取り扱うことができる」と定めているところ、この形式基準による専用機械装置等

の判定によれば、本件リース物件の耐用年数は７年であり、本件各リース取引のリース期

間（６年）は、その耐用年数の１００分の８０に相当する年数（５年）以上となるから、

前記③の要件は満たさないと主張する。 
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 そこで、本件リース物件の耐用年数について検討する。 

ａ 減価償却資産の単位とその分類について 

 この点について、原告は、本件改修工事は、ばい煙処理の用に供するために行ったも

のであり、本件リース物件は、Ｄと一体としてばい煙処理の用に供されていることから、

Ｄは、一つのばい煙処理用機械装置に当たると主張する。 

 しかしながら、前記（第５の２(2)ア）のとおり、ある資産が減価償却資産としての

「建物」、「構築物」又は「機械及び装置」等のうちのいずれに該当するかは、当該資産

が社会通念上一つの効用を有すると認められる単位ごとに判断するのが相当である。そ

して、このような観点からＤ全体及び各設備を検討するに、前記前提事実（第２の３）

及び前記認定事実（第５の３(1)）のとおり、Ｄのごみピット、ごみクレーン、投入ホ

ッパ、給じん装置、ストーカ、再燃焼室、ガス冷却塔、減温塔、反応集じん装置、風道・

煙道及び灰出コンベヤ等の各設備は、それぞれ上記認定事実のとおりの独立の機能・効

用を有すると認めることができ、これらの各設備をそれぞれ一つの減価償却資産として

減価償却するのが相当というべきである。 

 したがって、Ｄ全体を一つの減価償却資産とする原告の主張は採用できない。 

ｂ 本件リース物件のばい煙処理用機械装置該当性について 

 前記（第５の２(3)ア）のとおり、「ばい煙処理・・の用に供されている減価償却資産」

（省令２条２号）とは、工場等内で生じたばい煙等を公害の生ずるおそれのない状態で

排出するため、特にばい煙を処理する目的で設置された減価償却資産をいうと解するの

が相当である。そして、本件リース物件のうちばい煙処理用機械装置に該当するか否か

争いがあるのは、再燃焼室、風道、Ｉシステムであり、燃焼ガス冷却設備及び煙道がば

い煙処理用機械装置に該当することについては、当事者間に争いがない。そこで、以下、

再燃焼室、風道、Ｉシステムについて検討する。 

(a) 再燃焼室 

 前記前提事実（第２の３）及び認定事実（第５の３(1)）によれば、①本件改修工

事は、再燃焼室を設置することによって、不完全燃焼を改善し、完全燃焼を図ること

を目的としたものであること、②Ｄにおいては、投入ホッパから供給された廃棄物は、

ストーカ上において燃焼され、ストーカ上から上昇してくる燃焼ガスは、再燃焼室に

おいて、約８００℃以上の状態で空気と撹拌混合され、完全燃焼が図られ、ガス冷却

塔において低温化されるという工程を経ること、③再燃焼室は、Ｃ作成の契約仕様書

において、燃焼設備と位置付けられていることが認められる。 

 このような本件改修工事の目的、Ｄの廃棄物処理の工程及び契約仕様書の記載に照

らせば、Ｄの再燃焼室の主たる目的は、産業廃棄物を焼却して減容させ、完全燃焼さ

せることにあり、Ｄの基本的、中核的な焼却設備というべきである。そうだとすれば、

再燃焼室内において、ばい煙の発生が抑制され、化学反応等によりばい煙等の有害物

質を排除する処理が行われ、それが公害防止のために有用であることを考慮したとし

ても、再燃焼室の主たる目的、機能は飽くまでも廃棄物の完全燃焼にあるといわざる

を得ず、再燃焼室が特にばい煙を処理する目的で設置された減価償却資産ということ

はできない。 

 そうすると、再燃焼室は、機械及び装置であり、省令２条２号のばい煙処理用機械
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装置とはいえず、省令１条２項２号の別表第二を適用し、その主要部材質は金属であ

るから、別表第二の番号３６９の細目「主として金属製のもの」として１７年の耐用

年数とすべきである。 

 この点について、原告は、①Ｄの再燃焼室は、Ｂの燃焼ガス滞留室に相当し、ばい

煙処理のみを目的として設置されたものであること、②再燃焼室内において、黒煙・

すす及び一酸化炭素の二酸化炭素への酸化反応、窒素酸化物とアンモニアによる窒素

と水への中和、還元反応並びにダイオキシン類等の熱分解等の化学反応等が行われて

いることから、再燃焼室は、ばい煙処理用機械装置に該当すると主張する。 

 しかしながら、Ｂの再燃焼室を焼却炉本体と燃焼ガス滞留室とに分けて考えること

ができないことは、前記（第５の２(3)イ(イ)）のとおりであるところ、Ｄの再燃焼

室は、高さ５．３ｍ、燃焼室容量５４m3であり、再燃バーナが設置されている（甲３

９、乙９）のに対し、Ｂの再燃焼室は、高さ４．７ｍ、燃焼室容量７６m3であり、助

燃バーナが設置されているように、Ｂの再燃焼室とＤの再燃焼室は、その構造及び機

能が基本的に類似しており、その名称も同じであることからすれば、Ｄの再燃焼室と

Ｂの再燃焼室とが性質の異なる、直接対応しないものと位置付ける原告の前記①の主

張は採用できない。また、本件改修工事の目的、Ｄの廃棄物の焼却処理の工程及び契

約仕様書の記載に照らせば、再燃焼室は、廃棄物の完全燃焼を図るために設置された

ものであって、主としてばい煙処理のために設置されたものとはいえないから、この

点においても原告の前記①の主張は採用できない。 

 また、Ｄの再燃焼室内おいて、原告が主張する黒煙・すす及び一酸化炭素の二酸化

炭素への酸化反応、窒素酸化物とアンモニアによる窒素と水への中和、還元反応、並

びにダイオキシン類等の熱分解という化学反応等が行われていることが認められ（前

記認定事実（第５の３(1)イ））、これらの化学反応等が省令２条２号の「その他これ

らに類する方法による処理」に該当し得るにしても、前記のとおり、Ｄの再燃焼室を

特にばい煙を処理する目的で設置された減価償却資産ということはできないのであ

るから、原告の前記②の主張をもって、Ｄの再燃焼室がばい煙処理用機械装置に該当

するともいえない。 

(b) 風道 

 前記認定事実（第５の３(1)イ）のとおり、本件改修工事により設置されたＤの風

道は、再燃焼室における燃焼ガスと排ガスとの撹拌を促進し、二次空気を供給するた

めに既設風道と再燃焼室の間を新たに接続するために設置されたものであり、焼却処

理のための設備又は再燃焼室の附属設備というべきであるから、再燃焼室と同様に、

ばい煙処理用機械装置には該当しないというべきである。 

 そして、風道の主要部材質は金属であるから、別表第二の番号３６９の細目「主と

して金属製のもの」として１７年の耐用年数とすべきである。 

(c) Ｉシステム 

 前記認定事実（第５の３(1)イ）のとおり、本件改修工事により設置されたＤのＩ

システムは、再燃焼室内の外周に空気噴射用の噴射口が形成された円筒状のノズルを

配設し、同ノズルを回転させながら同噴射口から高圧空気を超高速で噴射することで、

再燃焼室内に乱流による火炎伝播を生じさせる燃焼用空気供給装置であり、炉の燃焼
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性を改善する設備であって、特にばい煙を処理する目的で設置された設備ということ

はできない。 

 そして、Ｉシステムの主要部材質は金属であるから、別表第二の番号３６９の細目

「主として金属製のもの」として１７年の耐用年数とすべきである。 

ｃ 本件リース物件の専用機械装置等該当性について 

(a) 焼却炉設備一式 

 上記ｂのとおり、本件リース取引１のリース物件である焼却炉設備一式は、耐用年

数７年の設備と１７年の設備とで構成されており、そのままでは形式基準による専用

機械装置等の判定を行うことができない。そこで、このような耐用年数の異なる数種

の資産がリース契約の対象となり、同一のリース期間が設定されている場合には、そ

れぞれの資産について、配賦したリース料の額及び耐用年数を基に１年当たりのリー

ス料を算定し、その合計額でリース料の総額を除して得られた年数をリース契約の対

象物件の耐用年数とみた上で、形式基準による専用機械装置等の判定を行うのが合理

的というべきである（法人税基本通達１２の２－２－５注書参照）。 

 本件において、焼却炉設備一式の取得価額は、これらの設備の価額の割合に応じて、

これら設備の取得のための共通の費用である配管設備等に係る費用を配賦し、耐用年

数７年の設備と１７年の設備の合計金額を計算すると、別紙３（「本件リース物件」、

「Ｃ」の項の「合計」欄）のとおりであることが認められる（弁論の全趣旨）。そし

て、上記方法により、焼却炉設備一式の耐用年数を算定すると、別紙８のとおり、１

０年となる。本件各リース取引におけるリース期間（６年）は、その耐用年数の１０

０分の８０に相当する年数（８年）未満になるから、形式基準による専用機械装置等

の判定によったとしても、焼却炉設備一式は「その使用可能期間中当該賃借人によっ

てのみ使用されると見込まれるもの」に該当するというべきである。 

(b) Ｉシステム 

 Ｉシステムの耐用年数は、前記ｂのとおり１７年であり、本件各リース取引におけ

るリース期間（６年）は、その耐用年数の１００分の８０（１３年）未満となるから、

形式基準による専用機械装置等の判定によったとしても、焼却炉設備一式が「その使

用可能期間中当該賃借人によってのみ使用されると見込まれるもの」に該当するとい

うべきである。 

ｄ 以上からすれば、形式基準による専用機械装置等の判定に係る原告の前記主張は採用

できない。 

オ したがって、本件各リース取引は、法人税法施行令１３６条の３のリース取引に該当し、

本件リース物件の引渡しがあった時に本件リース物件の売買があったものとして本件各事

業年度の所得の金額を計算すべきである。 

４ 争点４（Ｄの自社取得部分の耐用年数） 

 原告は、Ｄの自社取得部分のうち二次燃焼室ノズル増設部分（別紙３「自社取得部分」の項参

照）は、Ｄと一体となってばい煙処理の用に供されている部分であり、ばい煙処理用機械装置に

該当すると主張する。 

 しかしながら、Ｄを一体として減価償却資産とすることができないことは前記（第５の３(2)

エ(ウ)ａ）のとおりである。そして、証拠（甲３）及び弁論の全趣旨によれば、二次燃焼室ノズ
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ル増設工事は、Ｃが施工した再燃焼室に空気の噴出ノズル等を設置するため周辺箇所を鉄板で補

強等行う工事であることが認められる。そうすると、二次燃焼室ノズル増設工事は、燃焼設備で

ある再燃焼室の一部の補強工事であり、廃棄物を焼却するための設備というべきであり、再燃焼

室と同様に、特にばい煙処理の用に供するものとはいえず、ばい煙処理用機械装置には該当しな

いというべきである。 

 そして、二次燃焼室ノズル増設工事の主要部材質は金属であるから、別表第二の番号３６９の

細目「主として金属製のもの」として１７年の耐用年数とすべきである。 

 したがって、原告の上記主張は採用できない。 

５ 本件各法人税更正処分の適法性について 

(1) Ｂの普通償却限度額 

ア 前記前提事実（第２の３(2)イ）のとおり、Ｂの各設備の取得価額は、別紙１「基準額」

欄のとおりである。そして、これを建物、建物附属設備、機械及び装置、構築物、消耗品に

区分し、さらに、機械及び装置を高温焼却装置、ばい煙処理装置、その他の機械、汚水処理

装置に区分して、それぞれの各設備の基準額に、共通仮設工事費、設計費、付帯設備、割賦

手数料及び借入金利息、除鉄マンガン装置を各設備の基準額等に応じて順次配賦すると、減

価償却資産の取得価額は、別紙１「第五次配賦」欄のとおりである（その詳細は、前記（第

４の６(1)）被告の主張のとおりである。）。 

イ これらの各取得価額に基づいて、Ｂの各設備の耐用年数について、争いがない部分と前記

認定判断によるものに従って、普通償却限度額を計算すると以下のとおりであり、その詳細

は、別紙９及び同１０のとおりである。 

(ア) 平成１３年８月期の普通償却限度額 ３億０１５０万３０８９円 

(イ) 平成１４年８月期の普通償却限度額 ２億４３４９万６６００円 

(2) 本件リース物件及びＤの自社取得部分の普通償却限度額 

ア 前記前提事実（第２の３(3)イ）のとおり、Ｄの本件リース物件及び自社取得部分の取得

価額は、別紙３「基準額」欄記載のとおりであり、これをばい煙処理装置、焼却装置及び消

耗品に区分し、それぞれの基準額に共通経費を各設備の基準額等に応じて配賦すると、本件

改修工事に係るＤの減価償却資産の取得価額は、別紙３の最下部の項記載のとおりである。 

イ これらの各取得価額に基づいて、上記各設備の耐用年数について争いがない部分と前記の

認定判断によるものに従って、普通償却限度額を計算すると以下のとおりであり、その詳細

は、別紙１１のとおりである。 

(ア) 平成１３年８月期の普通償却限度額 ５１９７万９２４９円 

(イ) 平成１４年８月期の普通償却限度額 ５７５３万８４０２円 

(3) 税額の計算 

 以上を前提に平成１３年８月期及び平成１４年８月期の所得金額、差引所得に対する税額及

び過少申告加算税の額を計算すると以下のとおりであり、その詳細は前記（第４の６(4)、(5)）

被告主張のとおりである。 

ア 平成１３年８月期 

 所得金額           ７３１９万１２６３円 

 差引所得に対する法人税額   １９７５万５１００円 

 過少申告加算税         ２０５万０５００円 
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イ 平成１４年８月期 

 所得金額         ３億３４６１万２３９９円 

 差引所得に対する法人税額   ９１３５万３８００円 

 過少申告加算税の額        ３０万００００円 

(4) 以上のとおりであるから、本件各法人税更正処分及びその増差税額に係る過少申告加算税

賦課決定処分はいずれも適法である。 

６ 本件各消費税更正処分の税額計算 

(1) 本件各リース取引に基づくリース料に係る消費税の仕入税額控除 

 消費税法３０条１項は、事業者が国内において行う課税仕入れについては、当該課税仕入れ

を行った日の属する課税期間の課税標準額に対する消費税額から、当該課税期間中に国内にお

いて行った課税仕入れに係る消費税額を控除すると定めており、原告は、平成１４年８月課税

期間及び平成１５年８月課税期間において、本件各リース取引に基づくリース料に係る消費税

を課税標準額に対する消費税額から控除している。 

 しかしながら、前記（第５の３）のとおり、本件各リース取引は、課税上売買と取り扱われ

るべきものであり、本件リース物件の引渡しの時に資産の譲渡があったと解するのが相当であ

る（消費税基本通達５－１－９参照）。そうすると、本件各リース取引に基づくリース料に係

る消費税は、本件リース物件の引渡しの時である平成１２年６月３０日及び同年１２月２０日

を含む課税期間の課税標準額に対する消費税額から課税仕入れに係る消費税額として控除さ

れるべきであり、本件各課税期間において、これを課税仕入れに係る消費税額として課税標準

額に対する消費税額から控除することはできないというべきである。 

(2) 以上を前提に本件各課税期間の差引消費税額、納付すべき譲渡割額及び過少申告加算税の

額を計算すると、以下のとおりであり、その詳細は前記（第４の７）被告の主張のとおりであ

る。 

ア 平成１４年８月課税期間 

 差引消費税額    １億５３１３万９６００円 

 納付すべき譲渡割額   ３８３５万８０００円 

イ 平成１５年８月課税期間 

 差引消費税額    １億１２１８万６６００円 

 納付すべき譲渡割額   ２８０４万７４００円 

 過少申告加算税の額        ７０００円 

(3) 以上のとおりであるから、本件各消費税等更正処分及びその増差税額に係る過少申告加算

税賦課決定処分は、いずれも適法である。 

７ 結論 

 よって、原告の平成１５年８月期更正処分の取消しを求める訴えは、不適法であるから却下す

ることとし、本件各法人税更正処分及びその増差税額に係る過少申告税賦課決定処分、並びに本

件各消費税等更正処分及びその増差税額に係る過少申告加算税賦課決定処分は、いずれも適法で

あり、原告の主張は理由がないから棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第７民事部 

裁判長裁判官 奩田 徹 
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   裁判官 小林 康彦 

   裁判官 棚井 啓 
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（別紙１） 
設備別配賦額及び取得価額 

（単位：円） 

第一次配賦 第二次配賦 第三次配賦 

79 共通仮設工事費の配賦 設計費の配賦 機械及び装置の区分 
番号 機械・装置等の名称 基準額 

配賦額 

(10,000,000円) 
配賦後の金額

66 機械関係設

計費 

(84,000,000円)

67 電気計装関

係設計費 

(15,800,000円)

68 土木建築関

係設計費 

(60,200,000円)

配賦後の金額
高温焼却装置 

(45.9459%) 

ばい煙処理装置

(44.3565%)

その他の機械

(9.3088%) 

汚水処理装置

(0.3888%) 

建物 建物附属設備 構築物 消耗品 

受入供給設備 

1 廃棄物ピット 64,405,516 1,219,798 65,625,314 － － 7,343,181 72,968,495 － － － － 72,968,495 － － － 

2 廃棄物クレーン 53,000,000 － 53,000,000 － － － 53,000,000 5,300,000 － － － － － － 

3 汚水タンク 3,600,000 － 3,600,000 － － － 3,600,000 － － － 3,600,000 － － － － 

4 汚水ポンプ 1,000,000 － 1,000,000 － － － 1,000,000 － － － 1,000,000 － － － － 

5 汚水噴霧ノズル（４個） 400,000 － 400,000 － － － 400,000 － － － 400,000 － － － － 

6 No.1容器廃棄物コンベヤ 12,000,000 － 12,000,000 － － － 12,000,000 12,000,000 － － － － － － － 

7 No.2容器廃棄物コンベヤ 8,000,000 － 8,000,000 － － － 8,000,000 8,000,000 － － － － － － － 

焼却設備 

8 投入ホッパ 1,000,000 － 1,000,000 － － － 1,000,000 1,000,000 － － － － － － － 

9 給じん装置 25,000,000 － 25,000,000 － － － 25,000,000 25,000,000 － － － － － － － 

10 ロータリーキルン 183,000,000 － 183,000,000 － － － 183,000,000 183,000,000 － － － － － － － 

11 後燃焼ストーカ 33,000,000 － 33,000,000 － － － 33,000,000 33,000,000 － － － － － － － 

12 油圧ユニット 5,600,000 － 5,600,000 － － － 5,600,000 5,600,000 － － － － － － － 

13 再燃焼室 116,100,000 － 116,100,000 － － － 116,100,000 116,100,000 － － － － － － － 

14 助燃バーナ 16,000,000 － 16,000,000 － － － 16,000,000 16,000,000 － － － － － － － 

15 補助燃料タンク 2,700,000 － 2,700,000 － － － 2,700,000 2,700,000 － － － － － － － 

16 補助燃料供給ポンプ 600,000 － 600,000 － － － 600,000 600,000 － － － － － － － 

17 羽口金物冷却ファン 3,000,000 － 3,000,000 － － － 3,000,000 3,000,000 － － － － － － － 

燃焼ガス冷却設備 

18 ガス冷却用熱交換器 29,000,000 － 29,000,000 － － － 29,000,000 － 29,000,000 － － － － － － 

19 ガス冷却ファン 1,000,000 － 1,000,000 － － － 1,000,000 － 1,000,000 － － － － － － 

排ガス処理設備 

20 反応蒸発塔 50,000,000 － 50,000,000 － － － 50,000,000 － 50,000,000 － － － － － － 

21 バグフィルター 139,000,000 － 139,000,000 － － － 139,000,000 － 139,000,000 － － － － － － 

22 消石灰サイロ 18,000,000 － 18,000,000 － － － 18,000,000 － 18,000,000 － － － － － － 

23 特殊反応助剤サイロ 12,000,000 － 12,000,000 － － － 12,000,000 － 12,000,000 － － － － － － 

24 消石灰定量供給装置・特殊反応助剤供給装置は２２に含む 

25 薬品供給ブロワ 3,700,000 － 3,700,000 － － － 3,700,000 － 3,700,000 － － － － － － 

26 粉体噴射ノズル 500,000 － 500,000 － － － 500,000 － 500,000 － － － － － － 

27 スラリータンク 3,900,000 － 3,900,000 － － － 3,900,000 － 3,900,000 － － － － － － 

28 スラリーポンプ 1,700,000 － 1,700,000 － － － 1,700,000 － 1,700,000 － － － － － － 

29 反応蒸発塔パージファン 700,000 － 700,000 － － － 700,000 － 700,000 － － － － － － 

余熱回収設備 

30 廃熱ボイラ 190,000,000 － 190,000,000 － － － 190,000,000 － 190,000,000 － － － － － － 

31 スーツブロワ・スーツブロワパージファン・ボイラ循環ポンプ・ブロータンク・脱気器給水ポンプ・純水装置・ボイラ蒸注装置は、30に含む 

通風設備 

32 押込ファン 6,000,000 － 6,000,000 － － － 6,000,000 6,000,000 － － － － － － － 

33 誘引ファン 10,000,000 － 10,000,000 － － － 10,000,000 － 10,000,000 － － － － － － 

34 循環ファン 2,000,000 － 2,000,000 － － － 2,000,000 － 2,000,000 － － － － － － 

35 煙突 38,000,000 － 38,000,000 1,829,268 － － 39,829,268 － － － － － － 39,829,268 － 

36 風道 31,428,100 － 31,428,100 － － － 31,428,100 31,428,100 － － － － － － － 

37 煙道 23,571,900 － 23,571,900 － － － 23,571,900 － 23,571,900 － － － － － － 

灰出設備 

38 灰出コンベヤ 16,000,000 － 16,000,000 － － － 16,000,000 16,000,000 － － － － － － － 

39 焼却灰移送コンベヤ 24,000,000 － 24,000,000 － － － 24,000,000 24,000,000 － － － － － － － 

40 No.1飛灰移送コンベヤ 4,000,000 － 4,000,000 － － － 4,000,000 － 4,000,000 － － － － － － 

41 No.2飛灰移送コンベヤ 3,500,000 － 3,500,000 － － － 3,500,000 － 3,500,000 － － － － － － 

42 No.3飛灰移送コンベヤ 3,000,000 － 3,000,000 － － － 3,000,000 － 3,000,000 － － － － － － 

43 No.4飛灰移送コンベヤ 4,500,000 － 4,500,000 － － － 4,500,000 － 4,500,000 － － － － － － 

44 飛灰ホッパ 45に含む － － － － － － － － － － － － － － 

45 飛灰混練機 15,000,000 － 15,000,000 － － － 15,000,000 － 15,000,000 － － － － － － 

給排水設備 

46 冷却水ポンプ 1,200,000 － 1,200,000 － － － 1,200,000 551,351 532,278 111,705 4,666 － － － － 

47 機器冷却塔 3,000,000 － 3,000,000 － － － 3,000,000 1,378,377 1,330,695 279,264 11,664 － － － － 

48 雑用水ポンプ 1,000,000 － 1,000,000 － － － 1,000,000 459,459 443,565 93,088 3,888 － － － － 

49 排水ポンプ 300,000 － 300,000 － － － 300,000 137,838 133,070 27,926 1,166 － － － － 

共通設備 

50 雑用空気圧縮機 15,000,000 － 15,000,000 － － － 15,000,000 － 15,000,000 － － － － － － 

余熱利用設備 

51 蒸気タービン 119,700,000 － 119,700,000 － － － 119,700,000 － － 119,700,000 － － － － － 

52 復水器 37,400,000 － 37,400,000 － － － 37,400,000 － 37,400,000 － － － － － － 

53 復水タンク 2,900,000 － 2,900,000 － － － 2,900,000 － 2,900,000 － － － － － － 

54 ドレンポンプ・ドレンタンクは、51に含む。 

電気計装設備 

55 電気設備 70,000,000 － 70,000,000 － 5,614,214 － 75,614,214 34,741,631 33,539,819 7,038,776 293,988 － － － － 

56 計装設備 47,000,000 － 47,000,000 － 3,769,548 － 50,769,548 23,326,526 22,519,594 4,726,036 197,392 － － － － 

付帯設備 

57 架構・架台 65,000,000 － 65,000,000 － － － 65,000,000 29,864,835 28,831,725 6,050,720 252,720 － － － － 

58 配管設備 45,000,000 － 45,000,000 － － － 45,000,000 20,675,655 19,960,425 4,188,960 174,960 － － － － 

59 予備品・消耗品 10,000,000 － 10,000,000 － － － 10,000,000 － － － － － － － 10,000,000 

60 機械据付工事 280,000,000 － 280,000,000 － － － 280,000,000 128,648,520 124,198,200 26,064,640 1,088,640 － － － － 

61 電気工事 50,000,000 － 50,000,000 － 4,010,151 － 54,010,151 24,815,450 23,957,013 5,027,697 209,991 － － － － 

62 計装工事 30,000,000 － 30,000,000 － 2,406,087 － 32,406,087 14,889,268 14,374,206 3,016,618 125,995 － － － － 

63 現地運転費 55,000,000 － 55,000,000 － － － 55,000,000 25,270,245 24,396,075 5,119,840 213,840 － － － － 

64 製品検査費 15,000,000 － 15,000,000 － － － 15,000,000 6,891,885 6,653,475 1,396,320 58,320 － － － － 

65 輸送費 10,000,000 － 10,000,000 － － － 10,000,000 4,594,590 4,435,650 930,880 38,880 － － － － 

66 機械関係設計費 (84,000,000) － (84,000,000) 82,170,732 － － 82,170,732 37,754,082 36,448,061 7,649,109 319,480 － － － － 

67 電気計装関係設計費 (15,800,000) － (15,800,000) － － － － － － － － － － － － 

68 土木建築関係設計費 (60,200,000) － (60,200,000) － － － － － － － － － － － － 

土木建築工事 

69 工場棟上屋 210,000,000 3,977,270 213,977,270 － － 23,943,165 237,920,435 － － － － 237,920,435 － － － 

70 誘引送風機棟上屋 20,000,000 378,790 20,378,790 － － 2,280,316 22,659,106 － － － － 22,659,106 － － － 

71 工場棟基礎 25,594,484 484,742 26,079,226 － － 2,918,150 28,997,376 － － － － 28,997,376 － － － 

72 誘引送風機棟基礎 70,000,000 1,336,760 71,325,760 － － 7,981,075 79,306,835 － － － － 79,306,835 － － － 

73 再燃焼室ピット 48,000,000 909,090 48,909,090 － － 5,472,722 54,381,812 54,381,812 － － － － － － － 

74 その他基礎 20,000,000 378,790 20,378,790 － － 2,280,316 22,659,106 10,410,930 10,050,786 2,109,291 88,099 － － － － 

75 電気設備工事 25,800,000 488,630 26,288,630 － － 2,941,613 29,230,243 － － － － － 29,230,243 － － 

76 給排水・衛生設備工事 24,800,000 469,700 25,269,700 － － 2,827,594 28,097,294 － － － － － 28,097,294 － － 

77 冷暖房・通風設備工事 13,400,000 253,790 13,653,790 － － 1,527,816 15,181,606 － － － － － 15,181,606 － － 

78 消火・災害報知設備工事 6,000,000 113,640 6,113,640 － － 684,052 6,797,692 － － － － － 6,797,692 － － 

79 共通仮設工事 (10,000,000) － － － － － － － － － － － － － － 

      計     ① 2,650,000,000 10,000,000 2,650,000,000 84,000,000 15,800,000 60,200,000 2,650,000,000 955,220,554 922,176,537 193,530,870 8,083,689 441,852,247 79,306,835 39,829,268 10,000,000 

第四次配賦 

手数料及び借入金利息の配賦割合 

（％） 
100% 36.0461% 34.7991% 7.3030% 0.3050% 16.6737% 2.9927% 1.5030% 0.3774% 

手数料及び借入金利息の配賦額② 420,863,202 151,704,770 146,456,606 30,735,640 1,283,633 70,173,468 12,595,173 6,325,574 1,588,338 

手数料及び借入金利息の配賦後の

金額（①＋②）       ③ 
3,070,863,202 1,106,925,324 1,068,633,143 224,266,510 9,367,322 512,025,715 91,902,008 46,154,842 11,588,338 

第五次配賦 

除鉄マンガン装置      ④ 19,877,020 9,132,676 8,816,750 1,850,312 77,282 － － － － 

合計（③＋④）       ⑤ 3,090,740,222 1,116,058,000 1,077,449,893 226,116,822 9,444,604 512,025,715 91,902,008 46,154,842 11,588,338 

減価償却資産以外の取得価額 ⑥ 11,588,338 － － － － － － － 11,588,338 

減価償却資産の取得価額 

（⑤－⑥） 
3,079,151,884 1,116,058,000 1,077,449,893 226,116,822 9,444,604 512,025,715 91,902,008 46,154,842 － 

 

（注）「基準額」欄の（ ）書の金額は、第一次配賦及び第二次配賦を行う金額を示し、配賦手順は次のとおりである。 

   １ 第一次配賦（79 共通仮設工事10,000,000円）…………１廃棄物ピット、69工場棟上屋から78消火・災害報知設備工事まで配賦した。 

   ２ 第二次配賦（66 機械関係設計費84,000,000円）………35煙突、機械及び装置に配賦した。 

          （67 電気計装関係設計費15,800,000円）…55電気設備、56計装設備、61電気工事、62計装工事に配賦した。 

          （68 土木建築関係設計費60,200,000円）…１廃棄物ピット、69工場棟上屋から78消火・災害報知設備工事まで配賦した。 

   ３ 第三次配賦…第二次配賦後の金額を，高温焼却装置、ばい煙処理装置、汚水処理装置、その他の機械、建物、建物附属設備、構築物、消耗品に配賦した。 

   ４ 第四次配賦…第三次配賦後の高温焼却装置、ばい煙処理装置、汚水処理装置、その他の機械、建物、建物附属設備、構築物、消耗品に額の配賦割合（構成割合）により手数料及び借入金利息（420,863,202円）を配賦した。 

   ５ 第五次配賦…除鉄マンガン装置（19,877,020円）を高温焼却装置、ばい煙処理装置、汚水処理装置、その他の機械に配賦した。 

   ６ 配賦に当たっては、配賦先金額の合計額に占める各々の配賦先の金額の割合（小数点以下６位未満を四捨五入）に基づいて配賦した。 



図省略 
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（別紙２）　　 
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（別紙３） 

本件Ｄの取得価額 
（単位：円） 

 施工 番号 機械・装置等の名称 基準額 共通経費 ばい煙処理装置 焼却装置 消耗品 
（自社取得部分） 

1 コンプレッサー等配管工事 1,200,000 － 1,200,000 － －
2 作業用ステージ取付 2,600,000 － 2,600,000 － －
3 ボイラー室配管撤去 380,000 － 380,000 － －
4 ハウス用架台 559,000 － 559,000 － －
5 ダストサイロ周りステージ設置 1,940,000 － 1,940,000 － －
6 受電設備他 1,320,000 － 1,320,000 － －
7 ダスト貯留設備電気工事 2,170,000 － 2,170,000 － －
8 照明設備改修及び増設 260,000 － 260,000 － －
9 キュービクル内ブレーカー取替 214,000 － 214,000 － －
10 ダストサイロ・バグフィルター 17,100,000 － 17,100,000 － －
11 集塵機本体 2,500,000 － 2,500,000 － －
12 集塵機本体据付 4,300,000 － 4,300,000 － －
13 高圧受電設備改造 480,000 － 480,000 － －
14 飛灰混練設備改造 870,000 － 870,000 － －
15 反応集塵装置制御盤改造 350,000 － 350,000 － －
16 システム制御盤・水ダレ見地盤 170,000 － 170,000 － －
17 ダストサイロ 2,490,000 － 2,490,000 － －
18 コンプレッサー周り防音壁 790,000 － 790,000 － －
19 アンカーボルト他 6,170 － 6,170 － －
20 ダストサイロ 800,000 － 800,000 － －
21  324,000 － 324,000 － －
22 設置作業代 149,000 － 149,000 － －
23 計装システム 9,200,000 － 9,200,000 － －
24 二次燃焼室ノズル増設 1,095,238 － - 1,095,238 －
25 ガス冷却下部シュート改造 148,000 － 148,000 － －
26 立替金分 5,587,367 － 5,587,367 － －

自
社
取
得
部
分 

自
社
発
注 

合計 57,002,775 － 55,907,537 1,095,238 －
（Ｉシステム一式） 

27 Ｉシステム用ノズル 7,800,000 － － 7,800,000 －
28 Ｉシステム用ノズル（予備品） 2,600,000 － － 2,600,000
29 技術費 26,400,000 － － 26,400,000 －
30 Ｉシステムコントロールユニット他 3,600,000 － － 3,600,000 －
31 受変電設備 7,000,000 － － 7,000,000 －
32 冷却水設備・配管 4,000,000 － － 4,000,000 －
33 圧空設備・配管 1,700,000 － － 1,700,000 －
34 計装システム 11,000,000 － － 11,000,000 －
35 交通宿泊費 400,000 － － 400,000 －
36 試運転費 1,600,000 － － 1,600,000 －
37 現場管理費 500,000 － － 500,000 －
38 運搬費 70,000 － － 70,000 －
39 保険料、損料 100,000 － － 100,000 －
40 諸経費 5,200,000 － － 5,200,000 －

小計 71,970,000  69,370,000 2,600,000
配賦率    6937／7197 260／7197 

41 値引 -3,270,000 (-3,270,000) － (3,151,867) (118,133)
42 リース契約利息 14,172,000 (14,172,000) － 13,660,020 511,980

配賦額 10,902,000 (10,902,000) 10,508,153 393,847

Ｆ
㈱ 

合計 82,872,000 － － 79,878,153 2,993,847
（焼却炉設備一式） 

43 焼却設備（再燃焼室） 24,800,000 － － 24,800,000 －
44 燃焼ガス冷却設備 20,200,000 － 20,200,000 － －
45 風道・煙道設備 6,900,000 － 5,100,000 1,800,000 －

小計 51,900,000 － 25,300,000 26,600,000 －
配賦率  － 253／519 266／519 －

46 配管設備 300,000 (300,000) 146,243 153,757 －
47 雑設備（コンプレッサ他） 22,500,000 (22,500,000) 10,968,208 11,531,792 －
48 電気設備 4,800,000 (4,800,000) 2,339,884 2,460,116 －
49 計装設備 1,500,000 (1,500,000) 731,214 768,786 －
50 輸送費 1,400,000 (1,400,000) 682,466 717,534 －
51 据付工事 42,700,000 (42,700,000) 20,815,222 21,884,778 －
52 電気工事 3,500,000 (3,500,000) 1,706,166 1,793,834 －
53 計装工事 2,300,000 (2,300,000) 1,121,195 1,178,805 －
54 耐火保温工事 11,200,000 (11,200,000) 5,459,730 5,740,270 －
55 据付指導員派遣費 9,900,000 (9,900,000) 4,826,012 5,073,988 －
56 現地工事準備費 2,200,000 (2,200,000) 1,072,447 1,127,553 －
57 現地運転費 3,100,000 (3,100,000) 1,511,175 1,588,825 －
58 設計費 22,700,000 (22,700,000) 11,065,703 11,634,297 －
59 リース契約利息 35,136,000 (35,136,000) 17,127,954 18,008,046 －

配賦額 163,236,000 (163,236,000) 79,573,619 83,662,381 －

本
件
リ
ー
ス
物
件 

Ｃ 

合計 215,136,000  104,873,619 110,262,381 －
 355,010,775  160,781,156 191,235,772 2,993,847
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（別紙４） 

A144901
テキストボックス
図省略
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（別紙５） 

課税の経緯（法人税） 
（単位：円） 

事業
年度 

区分  確定申告 修正申告 賦課決定 更正処分等 審査請求 裁決 減額更正処分

年月日  平成13年10月30日 平成16年6月28日 平成16年7月2日 平成16年7月9日 平成16年9月9日 平成17年9月5日 平成20年10月6日

所得金額 ① -17,853,253 27,611,121 74,360,627 32,627,570 73,191,263

法人税額 ② 0 7,643,300 21,668,000 9,148,100 21,317,300

法人税額の特別控除額 ③ 0 0 0 0 0

課税留保金額 ④ 0 0 0 0 0
留保 

同上に対する税額 ⑤ 0 0 0 0 0

使途秘匿金額 ⑥ 0 0 0 0 0使途
秘匿
金 同上に対する税額 ⑦ 0 0 0 0 0

法人税額計 
（②－③＋⑤＋⑦） 

⑧ 0 7,643,300 21,668,000 9,148,100 21,317,300

控除所得税額等 ⑨ 0 1,562,155 1,562,155 1,562,155 1,562,155

差引所得に対する法人税額 
（⑧－⑨） 

⑩ 0 6,081,100 20,105,800 7,585,900 19,755,100

還付所得税額等 ⑪ 1,562,155 0 0 0 0

既に納付の確定した本税額 ⑫  -1,562,155 6,081,100 -1,562,155 6,081,100

差引納付すべき法人税額 
（⑩－⑪－⑫） 

⑬ 0 7,643,200 14,024,700 9,148,000 13,674,000

欠損金の当期控除額 ⑭ 0 0 0 0 0

翌期へ繰り越す欠損金額 ⑮ 17,853,253 0

－

0 0 0

過少申告加算税の額 ⑯  1,121,000 2,103,000 225,000 2,050,500

平
成
13
年
８
月
期 

重加算税の額 ⑰  － － －

棄却 

－

年月日  平成14年10月25日 平成16年6月28日 平成16年7月2日 平成16年7月9日 平成16年9月9日 平成20年10月6日

所得金額 ① 264,289,152 324,581,595 335,465,636 324,571,347 334,612,399

法人税額 ② 78,646,700 96,734,300 99,999,500 96,731,300 99,743,600

法人税額の特別控除額 ③ 8,185,761 8,185,761 8,185,761 8,185,761 8,185,761

課税留保金額 ④ 26,595,000 0 0 0 0
留保 

同上に対する税額 ⑤ 2,659,500 0 0 0 0

使途秘匿金額 ⑥ 0 1,700,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000使途
秘匿
金 同上に対する税額 ⑦ 0 680,000 680,000 680,000 680,000

法人税額計 
（②－③＋⑤＋⑦） 

⑧ 73,120,439 89,228,539 92,493,739 89,225,539 92,237,839

控除所得税額等 ⑨ 883,959 883,959 883,959 883,959 883,959

差引所得に対する法人税額 
（⑧－⑨） 

⑩ 72,236,400 88,344,500 91,609,700 88,341,500 91,353,800

還付所得税額等 ⑪ 0 0 0 0 0

既に納付の確定した本税額 ⑫  72,236,400 88,344,500 72,236,400 88,344,500

差引納付すべき法人税額 
（⑩－⑪－⑫） 

⑬ 72,236,400 16,108,100 3,265,200 16,105,100 3,009,300

欠損金の当期控除額 ⑭ 17,853,253 17,853,253 0 0 0

翌期へ繰り越す欠損金額 ⑮ 0 0

－

0 0 0

過少申告加算税の額 ⑯  1,310,000 326,000 0 300,000

平
成
14
年
８
月
期 

重加算税の額 ⑰  1,050,000 － －

棄却 

－

年月日  平成15年10月28日 平成16年6月28日 平成16年7月9日 平成16年9月9日 平成20年10月6日

所得金額 ① -129,405,905 -84,087,915 -94,565,364 -87,732,464 -95,186,114

法人税額 ② 0 0 0 0 0

法人税額の特別控除額 ③ 0 0 0 0 0

課税留保金額 ④ 0 0 0 0 0
留保 

同上に対する税額 ⑤ 0 0 0 0 0

使途秘匿金額 ⑥ 0 0 0 0 0使途
秘匿
金 同上に対する税額 ⑦ 0 0 0 0 0

法人税額計 
（②－③＋⑤＋⑦） 

⑧ 0 0 0 0 0

控除所得税額等 ⑨ 0 0 0 0 0

差引所得に対する法人税額 
（⑧－⑨） 

⑩ 0 0 0 0 0

還付所得税額等 ⑪ 10,943,374 10,943,374 10,943,374 10,943,374 10,943,374

既に納付の確定した本税額 ⑫  -10,943,374 -10,943,374 -10,943,374 -10,943,374

差引納付すべき法人税額 
（⑩－⑪－⑫） 

⑬ 0 0 0 0 0

欠損金の当期控除額 ⑭ 0 0 0 0 0

翌期へ繰り越す欠損金額 ⑮ 129,405,905 84,087,915

－

94,565,364 87,732,464 95,186,114

過少申告加算税の額 ⑯  － － － －

平
成
15
年
８
月
期 

重加算税の額 ⑰  － － －

却下 

－



56 

（別紙６） 

課税の経緯（消費税等） 

（単位：円） 

課税

期間 
区分  確定申告 更正処分 再更正処分等 異議申立て みなす審査請求 裁決 

年月日  平成14年10月25日 平成16年7月2日 平成16年7月9日 平成16年9月9日 平成16年9月22日 平成17年9月5日

課税標準額 ① 10,588,810,000 10,517,760,000 10,517,760,000

課税標準に対する消費税額 ② 423,552,400 420,710,400 420,710,400

控除対象仕入税額 ③ 269,850,682 269,469,730 267,483,010

返還等対価に係る消費税額 ④ 87,757 87,757 87,757

差引消費税額 ⑤ 153,613,900 151,152,900 153,139,600

既に納付の確定した消費税額 ⑥ 153,613,900 151,152,900

消費税 

差引納付すべき消費税額 ⑦ 153,613,900 -2,461,000 1,986,700

課税標準となる消費税額 ⑧ 153,906,300 151,445,300 153,432,000

納付すべき譲渡割額 ⑨ 38,476,500 37,861,300 38,358,000

既に納付の確定した譲渡割額 ⑩ 38,476,500 37,861,300

地方 

消費税 

差引納付すべき譲渡割額 ⑪ 38,476,500 -615,200 496,700

消費税及び地方消費税 ⑫ 192,090,400 -3,076,200 2,483,400

平
成
14
年
８
月
ま
で 

過少申告加算税の額 ⑬ － －

全部取消し － 棄却 

年月日  平成15年10月28日 平成16年7月2日 平成16年7月9日 平成16年9月9日 平成16年9月22日 平成17年9月5日

課税標準額 ① 12,061,646,000 12,005,366,000 12,005,366,000

課税標準に対する消費税額 ② 482,465,840 480,214,640 480,214,640

控除対象仕入税額 ③ 370,289,936 369,965,936 367,979,216

返還等対価に係る消費税額 ④ 48,726 48,726 48,726

差引消費税額 ⑤ 112,127,100 110,199,900 112,186,600

既に納付の確定した消費税額 ⑥ 112,127,100 110,199,900

消費税 

差引納付すべき消費税額 ⑦ 112,127,100 -1,927,200 1,986,700

課税標準となる消費税額 ⑧ 112,130,200 110,203,000 112,189,700

納付すべき譲渡割額 ⑨ 28,032,500 27,550,700 28,047,400

既に納付の確定した譲渡割額 ⑩ 28,032,500 27,550,700

地方 

消費税 

差引納付すべき譲渡割額 ⑪ 28,032,500 -481,800 496,700

消費税及び地方消費税 ⑫ 140,159,600 -2,409,000 2,483,400

平
成
15
年
８
月
ま
で 

過少申告加算税の額 ⑬ － 7,000

全部取消し － 棄却 
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（別紙７） 

設備別主張対比表 

原告主張 被告主張 

番号 設備の名称 
金額(円) 

(基準額) 資産の分類 
耐用

年数
資産の分類 

耐用

年数

受入供給設備 

1 廃棄物ピット 64,405,516 建物 31年

2 廃棄物クレーン 53,000,000
その他の 

機械装置 
17年

3 汚水タンク 3,600,000

4 汚水ポンプ 1,000,000

5 汚水噴霧ノズル（４個） 400,000

汚水処理用 

減価償却資産
7年

6 No.1容器廃棄物コンベヤ 12,000,000

7 No.2容器廃棄物コンベヤ 8,000,000

ばい煙処理用

減価償却資産
7年

その他の 

機械装置 
17年

焼却設備 

8 投入ホッパ 1,000,000

9 給じん装置 25,000,000

10 ロータリーキルン 183,000,000

11 後燃焼ストーカ 33,000,000

12 油圧ユニット 5,600,000

13 再燃焼室 116,100,000

14 助熱バーナ 16,000,000

15 補助燃料タンク 2,700,000

16 補助燃料供給ポンプ 600,000

17 羽口金物冷却ファン 3,000,000

ばい煙処理用

減価償却資産
7年

その他の 

機械装置 
17年

通風設備 

18 押込ファン 6,000,000

19 風道 31,428,100

ばい煙処理用

減価償却資産
7年

その他の 

機械装置 
17年

灰出設備 

20 灰出コンベヤ 16,000,000

21 焼却灰移送コンベヤ 24,000,000

ばい煙処理用

減価償却資産
7年

その他の 

機械装置 
17年

余熱利用設備 

22 蒸気タービン 

23 ドレンポンプ 

24 ドレンタンク 

119,700,000
ばい煙処理用

減価償却資産
7年

その他の 

機械装置 
17年

土木建築工事 

25 工場棟上屋 210,000,000

26 工場棟基礎 25,594,484
建物 31年 建物 31年

27 再燃焼室ピット 48,000,000
ばい煙処理用

減価償却資産
7年 機械基礎 17年
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（別紙８） 

焼却炉設備一式の耐用年数 

（単位：円） 

施工先 資産の区分 ①耐用年数 ②リース料の額

③１年当たりの

リース料の額 

（②÷①） 

加重平均した

耐 用 年 数

（④÷⑤） 

耐用年数省令別表第第６

の機械装置 
7年 104,873,619 14,981,945 

耐用年数省令別表第２の

その他の機械及び装置 
17年 110,262,381 6,486,022 Ｃ 

合計 ④215,136,000 ⑤21,467,967 

10年 
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（別紙９） 

普通償却限度額の計算（本件Ｂ） 
平成１３年８月期 

設備の名称  工場棟 誘引送風機棟 計 

構造又は用途等  金属造のもの 鉄筋コンクリート造

細目  工場用・その他のもの 工場用・その他のもの

区
分 

事業の用に供した年月  平成10年3月 平成10年3月 

 

期首の帳簿価額 ① 328,336,911 102,012,554 430,349,465

耐用年数 ② 31年 38年

償却率 ③ 0.072 0.059

普通償却限度額 

（①×③） 
④ 23,640,257 6,018,740 29,658,997

建
物 

普
通
償
却
限
度
額 

期末現在の帳簿価額 

（①－④） 
⑤ 304,696,654 95,993,814

 

400,690,468

設備の名称  電気設備 給排水・衛生設備 冷暖房・通風設備 消火・災害報知設備 計 

構造又は用途等  電気設備 給排水・衛生設備 冷暖房・通風設備 消火・災害報知設備

細目  その他のもの － その他のもの － 

区
分 

事業の用に供した年月  平成10年3月 平成10年3月 平成10年3月 平成10年3月 

 

期首の帳簿価額 ① 23,165,252 22,267,384 12,031,576 3,877,097 61,341,309

耐用年数 ② 15年 15年 15年 8年

償却率 ③ 0.142 0.142 0.142 0.25

普通償却限度額 

（①×③） 
④ 3,289,465 3,161,968 1,708,483 969,274 9,129,190

建
物
附
属
設
備 

普
通
償
却
限
度
額 

期末現在の帳簿価額 

（①－④） 
⑤ 19,875,787 19,105,416 10,323,093 2,907,823

 

52,212,119

設備の名称  煙突 再燃焼室ピット 計 

構造又は用途等  金属造のもの 鉄筋コンクリート造

細目  煙突 その他のもの 

区
分 

事業の用に供した年月  平成10年3月 平成10年3月 

 

期首の帳簿価額 ① 26,100,615 0 26,100,615

耐用年数 ② 10年 60年

償却率 ③ 0.206 0.038

普通償却限度額 

（①×③） 
④ 5,376,726 0 5,376,726

構
築
物 普

通
償
却
限
度
額 

期末現在の帳簿価額 

（①－④） 
⑤ 20,723,889 0

 

20,723,889

設備の名称  焼却設備その他 排ガス処理設備その他 蒸気タービン等 汚水噴霧ノズル等 その他の補助装置 計 

構造又は用途等  その他の機械装置 
ばい煙処理用 

減価償却資産 
その他の機械装置

汚水処理用 

減価償却資産 

細目  金属製のもの － 金属製のもの － 

本件施設以外の機械

及び装置等 
区
分 

事業の用に供した年月  平成10年3月 平成10年3月 平成10年3月 平成10年3月 
平成9年9月～ 

平成10年5月 

 

期首の帳簿価額 ① 796,568,328 480,353,022 161,387,221 4,210,632 (55,294,676) 1,442,519,203

耐用年数 ② 17年 7年 17年 7年 －

償却率 ③ 0.127 0.28 0.127 0.28 －

普通償却限度額 

（①×③／２） 
④ 101,164,177 134,498,846 20,496,177 1,178,976 － 257,338,176

機
械
及
び
装
置 

普
通
償
却
限
度
額 

期末現在の帳簿価額 

（①－④） 
⑤ 695,404,151 345,854,176 140,891,044 3,031,656 － 1,185,181,027

期首の帳簿価額 ① 1,960,310,592

普通償却限度額 ④ 301,503,089合
計 

期末現在の帳簿価額 ⑤ 1,658,807,503



60 

（別紙１０） 

普通償却限度額の計算（本件Ｂ） 
平成１４年８月期 

設備の名称  工場棟 誘引送風機棟 計 

構造又は用途等  金属造のもの 鉄筋コンクリート造

細目  工場用・その他のもの 工場用・その他のもの

区
分 

事業の用に供した年月  平成10年3月 平成10年3月 

 

期首の帳簿価額 ① 304,696,654 95,993,814 400,690,468

耐用年数 ② 31年 38年

償却率 ③ 0.072 0.059

普通償却限度額 

（①×③） 
④ 21,938,159 5,663,635 27,601,794

建
物 

普
通
償
却
限
度
額 

期末現在の帳簿価額 

（①－④） 
⑤ 282,758,495 90,330,179

 

373,088,674

設備の名称  電気設備 給排水・衛生設備 冷暖房・通風設備 消火・災害報知設備 計 

構造又は用途等  電気設備 給排水・衛生設備 冷暖房・通風設備 消火・災害報知設備

細目  その他のもの － その他のもの － 

区
分 

事業の用に供した年月  平成10年3月 平成10年3月 平成10年3月 平成10年3月 

 

期首の帳簿価額 ① 19,875,787 19,105,416 10,323,093 2,907,823 52,212,119

耐用年数 ② 15年 15年 15年 8年

償却率 ③ 0.142 0.142 0.142 0.25

普通償却限度額 

（①×③） 
④ 2,822,361 2,712,969 1,465,879 726,955 7,728,164

建
物
附
属
設
備 

普
通
償
却
限
度
額 

期末現在の帳簿価額 

（①－④） 
⑤ 17,053,426 16,392,447 8,857,214 2,180,868 44,483,955

設備の名称  煙突 再燃焼室ピット 計 

構造又は用途等  金属造のもの 鉄筋コンクリート造

細目  煙突 その他のもの 

区
分 

事業の用に供した年月  平成10年3月 平成10年3月 

 

期首の帳簿価額 ① 20,723,889 0 20,723,889

耐用年数 ② 10年 60年

償却率 ③ 0.206 0.038

普通償却限度額 

（①×③） 
④ 4,269,121 0 4,269,121

構
築
物 普

通
償
却
限
度
額 

期末現在の帳簿価額 

（①－④） 
⑤ 16,454,768 0

 

16,454,768

設備の名称  焼却設備その他 排ガス処理設備その他 蒸気タービン等 汚水噴霧ノズル等 計 

構造又は用途等  その他の機械装置 
ばい煙処理用 

減価償却資産 
その他の機械装置

汚水処理用 

減価償却資産 

細目  金属製のもの － 金属製のもの － 

区
分 

事業の用に供した年月  平成10年3月 平成10年3月 平成10年3月 平成10年3月 

 

期首の帳簿価額 ① 695,404,151 345,854,176 140,891,044 3,031,656 1,185,181,027

耐用年数 ② 17年 7年 17年 7年

償却率 ③ 0.127 0.28 0.127 0.28

普通償却限度額 

（①×③） 
④ 88,316,327 96,839,169 17,893,162 848,863 203,897,521

機
械
及
び
装
置 

普
通
償
却
限
度
額 

期末現在の帳簿価額 

（①－④） 
⑤ 607,087,824 249,015,007 122,997,882 2,182,793 981,283,506

期首の帳簿価額 ① 1,658,807,503

普通償却限度額 ④ 243,496,600合
計 

期末現在の帳簿価額 ⑤ 1,415,310,903
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（別紙１１） 

普通償却限度額の計算（本件Ｄ） 

平成１３年８月期 

設備の名称  再燃焼室等 燃焼ガス冷却設備等 計 

構造又は用途等  その他の機械装置
ばい煙処理用 

減価償却資産 

細目  金属製のもの － 

区
分 

事業の用に供した年月  平成12年12月 平成12年12月 

 

取得価額 ① 191,235,772円 160,781,156円 352,016,928円

耐用年数 ② 17年 7年

償却率 ③ 0.127 0.28

普通償却限度額 

（①×③×9/12） 
④ 18,215,207円 33,764,042円 51,979,249円

普通償却額 ⑤ 230,000円 11,740,582円 11,970,582円

損金の額に算入したリー

ス料（⑦＋⑧） 
⑥ 18,680,540円 22,023,460円 40,704,000円

Ｉシステム一式 ⑦ 13,812,000円 － 13,812,000円
 

焼却炉設備一式 ⑧ 4,868,540円 22,023,460円 26,892,000円

償却限度超過額 

（⑤＋⑥－④） 
⑨ 695,333円 0円 695,333円

機
械
及
び
装
置 

普
通
償
却
限
度
額
等 

期末現在の帳簿価額 

（①－⑤－⑥） 
⑩ 172,325,232円 127,017,114円 299,342,346円

 

平成１４年８月期 

設備の名称  再燃焼室等 燃焼ガス冷却設備等 計 

構造又は用途等  その他の機械装置
ばい煙処理用 

減価償却資産 

細目  金属製のもの － 

区
分 

事業の用に供した年月  平成12年12月 平成12年12月 

 

期首の帳簿価額 ① 172,325,232円 127,017,114円 299,342,346円

前期から繰り越した償却

限度超過額 
② 695,333円 0円 695,333円

耐用年数 ③ 17年 7年

償却率 ④ 0.127 0.28

普通償却限度額 

（（①＋②）×④） 
⑤ 21,973,611円 35,564,791円 57,538,402円

普通償却額 ⑥ 242,267円 12,366,747円 12,609,014円

損金の額に算入したリー

ス料（⑧＋⑨） 
⑦ 26,469,956円 23,198,044円 49,668,000円

Ｉシステム一式 ⑧ 13,812,000円 － 13,812,000円
 

焼却炉設備一式 ⑨ 12,657,956円 23,198,044円 35,856,000円

償却限度超過額 

（⑥＋⑦－⑤） 
⑩ 4,738,612円 0円 4,738,612円

機
械
及
び
装
置 

普
通
償
却
限
度
額
等 

期末現在の帳簿価額 

（①－⑥－⑦） 
⑪ 145,613,009円 91,452,323円 237,065,332円

 




